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『季刊社会保障研究』と『海外社会保障研究』の統合のお知らせ

『季刊社会保障研究』は、1965 年の創刊以来社会保障に関する学術研究の発展に貢献し

て参りました。1998 年に創刊された『海外社会保障研究』もまた、その前身である『海外

社会保障情報』を引き継ぎ、海外における社会保障制度に関する情報発信ならびに研究発

表の場として機能を果たして参りました。

他方、この半世紀の間に我が国は人口高齢化のフロントランナーとなる一方、欧米以外

の諸国でも制度の構築・発展がみられるなど、国内外の社会保障をとりまく環境は変化を

遂げてきました。さらにインターネットの発達により、国内外のデータへのアクセスは格

段に向上し、研究のありようにも大きな進展がみられます。国内・海外という対象国に基

づく研究上の区別は稀薄になり、読者の多くも特定のテーマに関する双方の情報を同時に

求めるようになってきています。

こうした変化を踏まえ、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）では、これら 2つの雑

誌が築いてきた基盤の上に日本の社会保障研究をよりいっそう推進していくことを目指

し、2015 年度をもちまして、両誌を発展的に統合することといたしました。2016 年度以降

は、統合による相乗効果を活かした、社会保障に関する学術性、学際性、国際性、情報発

信機能を備えた政策志向の雑誌として新たに生まれ変わります。

投稿論文については、2015 年 12 月 1 日から新しい規程・要領が適用されます。詳細に

ついては次ページをご覧下さい。また新しい雑誌の名称や編集体制、その他についても決

定され次第、本誌および社人研のホームページにてお知らせいたします。

読者の皆様、これまでご寄稿いただきました皆様、編集にご協力いただきました皆様方

におかれましては、長年のご高配に心より感謝申し上げますとともに、新雑誌につきまし

ても、引き続きご指導、ご愛読くださいますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。

ご挨拶

このたび『季刊社会保障研究』と『海外社会保障研究』は、現代社会に求められる学術

性、学際性、国際性、情報発信機能を備えた政策志向の新たな雑誌へと生まれ変わるべく、

2016 年 4 月に統合することとなりました。両誌のこれまでの蓄積を踏まえ、学界と政策立

案の双方にいっそう大きな貢献をする雑誌となるよう努めて参る所存です。今後もご愛読

くださいますよう、どうぞよろしくお願い申し上げます。

国立社会保障・人口問題研究所 所長 森田 朗
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編集委員会の発足

投稿論文に新しい投稿規

程・執筆要領の適用開始

投稿規程・執筆要領を

ホームページに掲載

新雑誌

2015 年 9 月末

11 月中

12 月 1 日（郵送

の場合当日消印

分から）

2016 年 2 月頃

2016 年 4 月

6 月末

上記の他、雑誌の名称や編集体制、その他についても決定され次第、本誌および社人研

のホームページにてお知らせいたします。

時期

旧規程・要領による

投稿の受付の停止

第 192 号

海外社会保障研究

第 51 巻第 3・4 号

旧規程・要領による

投稿の受付の停止

第 51 巻第 2号

季刊社会保障研究

創刊第 1号の刊行

今後のスケジュール

第 193 号
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投稿論文の募集について

○『季刊社会保障研究』『海外社会保障研究』への論文等の投稿は、2015 年 11月 30 日

（当日消印分）まで現在の各誌の投稿規程・執筆要領にしたがった原稿を受け付けます。

○新雑誌への移行に伴い、投稿論文の採用が決定される時期によっては、新雑誌に掲

載となる場合もあります。予めご了承くださいますようお願いいたします。

○既に投稿され、現在審査中のものについても、場合によっては新雑誌に掲載される

可能性があります。急な変更となりますことをお詫び申し上げます。

○ 2015 年 12 月 1日到着分以降（郵送の場合は 12月 1日以降消印分）については新し

い投稿規程・執筆要領に沿った原稿を受け付けます。新しい投稿規程・執筆要領につ

いては、2015 年 11 月中に社人研ホームページ（http://www.ipss.go.jp/syoushika/

bunken/bj_toukou.htm）にて発表いたします。

○新雑誌では投稿論文の文字数上限が現行の 1 万 6 千字から 2 万字に変更されるな

ど、規程の大きな変更もございます。今後投稿をご予定の方はご注意いただければ幸

いです。

○引き続き多くの皆様からの投稿をお待ちしております。



01_海外社会保障研究_前付_7k.mcd  Page 4 15/11/18 13:35  v5.51

わが国では1948（昭和23）年に予防接種法が制定され、予防接種が感染症の発生及びまん延の予防、

公衆衛生水準の向上ならびに国民の健康の保持に著しい効果をあげてきた。その一方、1990年代に入り

感染症の患者数が減少する中で、予防接種禍集団訴訟（最判平3.4.19民集45/4/367、最判平10.6.12民集

52/4/1087等）に対する被害救済の司法判断が相次いで示され、より安全な予防接種の実施体制の整備が

求められるようになった。このような動きに対応して、1994（平成6）年に法改正が行われ、定期予防接

種の法的義務が努力義務とされるとともに、法の目的に健康被害の救済に関する内容が追加された。そ

れでも無菌性髄膜炎の発生被害などが社会問題となるなど、国民の予防接種に対する懸念は解消されな

かった。なお、感染症については、予防接種法とは別に、1998（平成10）年に伝染病予防法、性病予防

法およびエイズ予防法をまとめて感染症法が制定され、その後2007（平成19）年に結核予防法を統合し

て現在に至っている。

このような予防接種をとりまく環境変化を踏まえ、2014（平成26）年3月に「予防接種に関する基本計

画（厚生労働省令121号）」が示された。この基本計画が示されてから3年が経過したが、本企画は予防接

種を取り巻く諸問題について、わが国がどのような状況に置かれているかを、アメリカ・ドイツおよび

中国における取り組みと対置させることによって明らかにしようとするものである。

齋藤昭彦論文「米国の予防接種制度から学ぶこと−日本の予防接種制度の現状と課題」は、アメリカ

合衆国における予防接種制度を紹介する一方、わが国の問題点を指摘している。特に、同時接種や混合

ワクチンが十分に普及していないこと、ワクチンの接種方法や接種部位、接種間隔などの問題点あるい

は予防接種に関する諮問委員会のあり方などを指摘している。

中村安秀論文「途上国における予防接種制度の現状と課題」は、インドネシアを対象に、予防接種を

−4−

特集：予防接種の国際比較

趣 旨
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実施するための人材の確保やコールド・チェインなどインフラの整備の必要性を明らかにする。さらに

資金調達・ワクチンの供給・保健システムの強化などを図るGAVIアライアンスを持続することが求めら

れる一方、予防接種に伴う健康被害に対する救済事業の充実が途上国における課題のひとつであること

を指摘する。

松本勝明論文「ドイツにおける予防接種政策」は、日本と同様、接種義務規定を設けていないドイツ

を対象とする。そこでは、麻疹の流行が繰り返されていることなどを克服するために、子どもが保育施

設に入る際に予防接種による健康の保護に関して医師の相談助言を受けたことの証明を求める健康増

進・予防強化法案が検討されている。

福士由紀論文「中国における予防接種の歴史的展開−種痘政策を中心に」は、その題名から明らかな

ように、中国における種痘政策の歴史的展開過程を検討するものである。そこでは、地域による文化慣

習の違い、政府の果たすべき役割、都市と農村の格差といった要素が種痘政策を実施する際のポイント

になることが指摘されている。

このように本企画は医学、法学、歴史学といった異なる分野の研究者が、アメリカ、インドネシア、

ドイツ、中国について、それぞれの視点に立って予防接種制度を検討したものである。わが国の予防接

種制度について、その理解を深め、新たな政策推進の一助になれば幸いである。

（加藤智章 北海道大学大学院教授）

−5−



02_海外社会保障研究_特集（斉藤）_6k.mcd  Page 2 15/11/18 13:33  v5.51

はじめに

米国は、世界中の国々から移民が集まる国であ

り、人の往来の極めて激しい国の1つである。ワ

クチンで予防できる病気（VPD, Vaccine Prevent-

able Diseases）は、ワクチンで予防するという基本

的な方針の基、国の政策の一つとして、新しいワ

クチンの開発、臨床治験、承認、販売、普及、接

種率上昇のための教育など、様々な活動を通じ

て、VPDから国民を守るという姿勢が一貫してい

る。筆者は、米国での小児科と小児感染症の臨床

研修、そして、小児感染症専門医として計13年間、

米国での小児科医として、米国の予防接種制度に

触れてきた。ここでは、米国の予防接種の現状と

それを実行するための組織、そしてその制度につ

いて述べることとする。また、日本の予防接種制

度と比較して、現在の日本の予防接種制度の現状

と課題を明らかにしたい。

米国の予防接種の現状

小児と成人の予防接種スケジュール

米国の2015年の小児（図1）、成人の予防接種ス

ケジュール（図2）を示す。縦に接種するワクチ

ン、そして横に接種時期が記載されている。白色

の枠が推奨される接種時期、薄いグレーの枠が接

種時期を逃した場合のキャッチアップ接種の時

期、そして、濃いグレーの枠がリスクの高いもの

に対する予防接種推奨時期を示している。これら

のスケジュールは、毎年更新され、毎年1月に米国

疾病予防管理センター（CDC, Center for Disease

海外社会保障研究 Autumn 2015 No. 192
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■要約

米国の予防接種は、国の予防接種諮問委員会（ACIP）が中心的な役割を果たし、ワクチンで予防できる病気を減少

させ、その安全な使用の推進のために、継続的な活動を行っている。また、それ以外にも、予防接種をとりまく様々な

政府の組織が政府間の横のつながりを保ち、万が一起こりうる予防接種による副反応に対する補償制度を充実させ、

また、ワクチン接種後の有害事象の継続的な検出を行うなど、その制度を支持するための多方面の取り組みが行われ

ている。日本の予防接種制度は、以前は、先進国の制度と比べ、大きな差があることを指摘され、�ワクチンギャップ�

という言葉で例えられ、その問題点が指摘されていたが、この数年、そのギャップを埋めるための大きな進展が見ら

れている。しかしながら、いまだ解決されなくてはいけない多くの問題を抱えており、米国の予防接種制度が参考と

なることが多い。

■キーワード

米国; 予防接種; 小児; ワクチンギャップ; ACIP

米国の予防接種制度から学ぶこと
−日本の予防接種制度の現状と課題−

齋藤 昭彦

特集：予防接種の国際比較
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米国の予防接種制度から学ぶこと
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図1　米国における 0－18歳児に推奨される予防接種スケジュール 2015

図2　米国における成人に推奨される予防接種スケジュール 2015
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Control and Prevention）の機関紙であるMMWR

(Morbidity and Mortality Weekly Report）を通じて

発表される[ 1, 2]。そこには、昨年のスケジュー

ルとの変更点が記載され、そして、一般的推奨が

記載される。また、接種漏れがあった場合の

キャッチアップ接種のスケジュールも別表として

発表される。更には、被接種者向けの簡易で、理

解しやすいスケジュールも同時に発表され、接種

される側の理解を進める努力がされている（図3）

[ 3]。

一方で、米国小児科学会、米国家庭医学学会、

米国内科学会、米国産婦人科学会、米国看護、助

産師学会などの予防接種に関連する各学会から

も、それぞれの学会推奨の予防接種スケジュール

が発表されるが、CDCからのスケジュールと統一

されており、接種者はCDCのスケジュールを基本

として接種することになる。これは、後述する米

国の予防接種諮問委員会（ACIP, Advisory Com-

mittee on Immunization Practices）において、各学会

の代表者がリエゾンとして会に出席し、そこでス

ケジュールの統一が行われるからである。また、

各VPDについて、そして実際の接種については、

CDC が Epidemiology and prevention of vaccine-

preventable diseases（俗称Pink Book、表紙の色がピ

ンク色であることからこう呼ばれる）[ 4]を数年

おきに改定し、指針を打ち出している。

小児の接種機会

米国では、上記のCDCのスケジュールにした

がって、ワクチン接種が各地域で実施されるが、

実際の接種は、小児の健診時に接種を行う。例え

ば、乳幼児であれば、生後2か月、4か月、6か月、

1歳時に、検診と同時に必要なワクチン接種を行

う。

同時接種による予防接種

米国における予防接種の原則は、接種時期に

なったら、複数のワクチンを同じ時期に接種を行

う同時接種を基本とする。同時接種は、患者を早

期からワクチンで予防できる病気から守り、接種

率の向上、接種者、医療従事者の負担を軽減する

[ 5]。

混合ワクチンによる予防接種

混合ワクチンとは、2つ以上のワクチン抗原を1

つのワクチンに混合したものである。特に1990年

海外社会保障研究 Autumn 2015 No. 192
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図3　米国における 0－6歳に推奨される予防接種スケジュール（保護者向け）
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代後半から乳幼児対象の混合ワクチンが多数開発

され、児の接種本数を減らす努力がされてきた。

現在、米国では、混合ワクチンが乳児、幼児のワ

クチンの主流として使われている。主に米国で接

種可能な混合ワクチンを表1にまとめた[ 5]。特記

すべきことは、接種が過密になる早期乳児、そし

て1歳児に、通常の3種混合ワクチンに不活化ポリ

オ、B型肝炎、ヒブワクチンを混合した5種混合が

使用されている。また、米国以外の欧州を中心と

した地域では、3種混合ワクチンに不活化ポリオ、

B型肝炎、ヒブワクチンを混合した6種混合ワクチ

ンがその主流となっている[ 6]。混合ワクチンの

最大の長所は、1回の接種で複数の病原体に対す

る免疫を獲得でき、接種率が上昇することであ

る、被接種者の痛みの回数を減少させること。更

には、仕事量の低下、保管場所の削減、更には医

療費の節約も可能である。一方で、混合ワクチン

は、複数の抗原が混合されており、それぞれのワ

クチンの抗原や内容物が多く含まれる分、副反応

の頻度がそれぞれのワクチンの単独接種に比べ若

干増加することが知られている。また、単独接種

に比べ、免疫原性が低下することがある。代表的

な例として、3種混合ワクチンとヒブワクチンの

混合ワクチンで、ヒブの抗体価が単独接種に比

べ、低くなることが知られている。しかしなが

ら、今までの海外のデータからは、感染防御には

十分な役割を果たしており、臨床上の問題は指摘

されていない[ 5]。

接種費用

予防接種を受けるにあたり、接種の費用は、そ

の接種率を決める上で、極めて重要な因子であ

る。米国における予防接種の費用は、被接種者の

入っている健康保険の種類によって異なる。全体

の約6割は、HMO（Human Maintenance Organiza-

tion）、PPO（Preferred Physician Organization）など

と呼ばれる民間の保険会社の保険を購入して、そ

の保険に所属している。この場合、ワクチン接種

の際は、外来受診の際に支払うCo-pay（$10-20程

度）だけで、全てのその年齢に必要なワクチン接

種が可能となる。これは、ワクチンで予防できる

病気を確実に予防できれば、その児は、外来や救

急室に来たり、あるいは、入院をすることもなく

なる。保険会社としては、ワクチン接種代はかか

るものの、最終的な医療コストの削減となるの

で、ワクチン接種を推奨することは、保険会社に

とって利益を上げるために重要な戦略の1つであ

る。一方で、保険会社に加入できない児は、地域

米国の予防接種制度から学ぶこと
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会社

米国

3種混合

（ジフテリア、

破傷風、百日咳）

不活化

ポリオ

ヒブ商品名 B型肝炎

Proquad*

A型肝炎 MMR 水痘

*副反応としての熱性けいれんの頻度が高く、現在は12-23か月の児の初回接種に限り、推奨を中止

表1 米国における主な混合ワクチン

GSK ○ ○Twinrix

○○Sanofi

Pasteur

TriHIBit

Merck ○ ○

○○○GSKPediarix

○○GSKKinrix

MerckCombax

○○○Sanofi

Pasteur

Pentacel

○○
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のDepartment of Public Healthでのワクチンクリ

ニックなどで接種を行うが、この場合、一定の金

額を支払って、その年齢に必要なワクチンを接種

することが出来る。この金額は地域によって異な

るが、私が居たSan Diegoでは、$5の費用を支払う

と、その児の年齢に必要なワクチン接種を全てお

こなうことが可能であった。

接種方法

実際の接種は、生ワクチンを除いては、原則筋

肉内注射がその基本である[ 7]。乳児の接種部位

は、大腿前外側に行い、接種部位が不足する場合

は、上腕を用いる（図4）。幼児においては、2歳ま

では、大腿前外側部か上腕3角筋部、そして、2歳

以上は、上腕3角筋部が中心となる。尚、同じ解剖

学的部位に同時に接種する場合、最低1インチ

（2.5㎝）離して接種することが推奨されている。

米国で、実際のワクチン接種は、看護師によって

行われ、医師が直接接種を行うことは少ない。

予防接種教育

米国では、予防接種に対する教育活動が盛んに

行われている。例えば、CDCは、予防接種に関す

る講習会を年に4回（1回3時間）、サテライト放送

にて行っている。通常、地域のDepartment of Pub-

lic Healthが会場を提供し、医師、保健師や看護師、

学校保健の教員などが講習を受講できる仕組みに

なっている。さらに年に1度の予防接種週間には

医師を対象としたセミナーも開かれるなど、医療

従事者への継続的な教育活動が行われている。

また、市民に対しては、集団免疫の概念が浸透

している印象を受けた。ワクチンを接種すること

は、接種者（個人）だけがVPDから守られるもの

ではなく、社会全体で免疫を獲得し、ワクチン接

種できない人を社会全体で守り、社会からVPDを

少なくし、そして排除していく。この考えは、例

えば、学校に入学する際に、一定の決められたワ

クチン接種をしていないと入学が認められないと

いうようなシステムからも、その重要性を垣間見

ることができる。

米国の予防接種制度を作る組織

米国の予防接種諮問委員会（ACIP）

米国の予防接種を実施する上で、その中心的な

委員会が予防接種諮問委員会（ACIP）である[ 8]。

ACIPは、既に40年以上の歴史を持つ委員会で、15

名の予防接種領域の専門家が投票権のあるメン

海外社会保障研究 Autumn 2015 No. 192
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を通じて発表
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バー（Voting Member）となり、それに政府、専門

団体の代表が複数加わり、さらに下部組織である

10を超えるWork Groupが実働部隊となり、その活

動を行っている。そこでの意見を国の連邦保健

省、CDCに反映させ、国の予防接種政策の決定に

大きな役割を果たしている（図4）。ACIPは、あく

まで、政府の外の組織であり、その客観性が保た

れている。

ACIPの2つの大きな目的は、国内における1）

VPDの発生頻度を減少させること、そして、2）ワ

クチンとそれに関連する生物製剤（免疫グロブリ

ンなど）の安全使用を推進することにある。具体

的な仕事の内容としては、年3回の定期的会合の

中で、小児、成人におけるワクチン接種の年齢、

回数、間隔、注意点、禁忌などをMMWRにて発表

すること、ワクチンの適応と接種スケジュール

の決定、安全性と効果 の確認、現在の推奨の成果

と実施のしやすさ 、ワクチン供給の平等性、コス

ト（医療費など）の評価 、他の学会（米国小児科

学会、米国家庭医学学会など）の指針との統一 な

どがあげられる。会合は、全て公開され、その内

容は、インターネットで中継され、また、ビデオ

に記録され、誰でも閲覧可能である。また、前

もって登録しておけば、日本からの参加も可能で

ある。ACIPの活動は、VPDの継続的なサーベイ

ランスにより、ワクチン導入前後のVPDの変化を

明確にすること、必要であると考えられるワクチ

ンを早期にスケジュールに導入すること、そし

て、一度導入したワクチンの効果、安全性を継続

的に監視していくことなどに大きな役割を果たし

ている。

ACIP以外の予防接種に関連する組織

米 国 に は、NVPO (National Vaccine Program

Office) と呼ばれる国のワクチンプログラムオ

フィスが存在する[ 9]。連邦保健省内における予

防接種事業を担当する主な部門は、CDC、NIH

(National Institute of Health）、FDA (Food and Drug

Administration）、OPHEP (Office of Public Health

Emergency Preparedness）であり、それぞれの部門

がワクチンに関連する仕事を担当している（図

5）。また、それ以外にも、予防接種に関連する部

門は、14部門あり、それらのワクチン関連の業務

を統括する組織が必要である。その組織がNVPO

で、これは連邦保健省直属の機関であり、連邦政

府の各部署の予防接種事業の調整を行い、また、

予防接種によって、疾患を予防、有害事象を減ら

す戦略を作成し、実行している。同時に、連邦政

米国の予防接種制度から学ぶこと
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図5

サーベイランス事業
アウトブレイクに対する疫学チームの育成
ワクチン、抗菌薬の備蓄の保持

基礎研究の実施
医学技術の構築
研究体制の構築

医薬品の制限、承認
　－ワクチン
　－治療薬
　－診断法

緊急事態における様々な活動の調整
（バイオテロなど )

米国連邦保健省の主な
予防接種関連組織の役割



02_海外社会保障研究_特集（斉藤）_6k.mcd  Page 8 15/11/18 13:33  v5.51

府の予防接種の計画と現場での予防接種の行動の

ギャップを見つけ、その橋渡しをする役割を持

つ。更には、NVPOに助言、指導をする外部機関

であるNVAC (National Vaccine Advisory Committee）

の活動をサポートしている。NVACは、連邦保健

省内のNVPOの活動を客観的に見て、指導する組

織である。これによって、その活動に透明性が保

たれ、国よりの方針が是正されることもある。こ

の様なワクチン関連の部署をつなぎ合わせる部門

の存在はとても大きい。日本のような縦割りの行

政組織で、横のつながりが薄い組織では、この様

な組織は、大きな役割を果たすものと考えられ

る。

ワクチン接種後の有害事象のサーベイランス

米国には、VAERS (Vaccine Adverse Event Re-

porting System）と呼ばれる、国のワクチン安全

サーベイランスプログラムが存在する[ 10]。1990

年より、CDCとFDAが共同で運営され、このシス

テムは、有害事象（ワクチン接種後に起こる全て

の負の事象）を吸い上げて、ワクチンと関連のあ

る副反応を検知するシステムである。医療従事

者、製薬会社、保護者など、だれもが、インター

ネット、手紙、電話など、様々な方法で報告が可

能である。このシステムが機能した例としては、

1999年にロタウイルスワクチンが導入された際、

市販後に15例の腸重積の症例の集積があり[ 11]、

ワクチンとの関連の可能性があるとの判断を基

に、ワクチンがスケジュールから除かれた経緯が

ある[ 12]。このプログラムには、年間約30,000件

の報告があるが、そのほとんどが軽症で、因果関

係は不明である。

ワクチン接種後の補償制度

VCIP（Vaccine Injury Compensation Program）は、

1986年に設立されたプログラムで[ 13]、国の連邦

保健省内のHRSA (Human Resources and Social

Administration）と呼ばれる組織が運営している。

この組織は、単独の組織であり、CDCやFDA、

NIHなどのワクチンと関連する部署とは一線を引

くところに存在していることを特記しておきた

い。このプログラムは、CDCの推奨するワクチン

接種後の健康被害に対しての補償を行うが、運営

の資金は、ワクチンの1コンポーネントにかかる

お金（75 cents/1 component）で運営されている。

すなわち、ワクチン代金に補償のための資金が既

に上乗せされており、この資金の集積によって、

特に他からの援助なく、この資金だけで運営が成

海外社会保障研究 Autumn 2015 No. 192
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図6　ワクチンの補償制度
Trust Fund

Trust fund

被害にあった患者に給付

1つのワクチンに
75セントを上積み
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立している（図6）。この組織も、外部機関である

Advisory Commission on Childhood Vaccines

(ACCV）による監視がある。重篤な死亡例であ

ると、約100万ドル（約1億2千万円）が支払われる

が、実際に起こった副作用が、ワクチンと関連の

あるものなのか、そうでないのかは、National

Childhood Vaccine Injury Actと呼ばれる法律で判

断される。米国では、“補償” であり、日本のよう

にワクチンとたとえ関連がなかったとしても、否

定できないという理由で行われる “救済” とは異

なる。ワクチン接種の後に起こることは、全てワ

クチンとの因果関係が疑われるが、一定の基準の

設定が重要である。以上の様なワクチンにある一

定の金額を上積みし、万が一起こるかもしれない

副反応に対して皆で支えあう姿勢は、非常に重要

であり、これからの日本の救済制度にも参考にな

るものと考えられる。

米国の制度と比較した日本の予防接種制度

以前から、海外の予防接種制度と比較して、日

本のそれは遅れがあることが指摘されてきた。こ

れは、ワクチンギャップという言葉で例えられて

いたが[ 14]、国内でも、2008年以降、新しいワク

チンが多数導入され、VPDが増え、国内で接種で

きるワクチンが増えてきた（表2）。ヒブワクチ

ン、肺炎球菌ワクチン、HPVワクチンに関しては、

2011年度より、国の臨時予算で公費の助成が開始

され、更には、2013年4月の予防接種法改正によ

り、定期接種のワクチンとなり、全て公費負担で

接種できるようになった。図7、8は、ヒブ、肺炎

球菌による重症感染症の頻度の変化をワクチン導

入前で10道県で観察したものを比較したデータの

まとめである。特にヒブによる髄膜炎は100％の

減少、肺炎球菌の髄膜炎は、71％減少と、小児の

重症細菌感染症は劇的に減少している。この様に

ワクチンが導入され、接種率が上昇することに

米国の予防接種制度から学ぶこと
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�2011年 8月

ロタウイルスワクチン（ロタリックス®）�2011年11月

ロタウイルスワクチン（ロタテック®）�2012年 7月

ヒブワクチン（アクトヒブ®）�2008年12月

不活化ポリオワクチン（イモバックス®）�2012年 9月

4種混合ワクチン（テトラビック®，クアトロバック®）�2012年11月

結合型13価肺炎球菌ワクチン（プレベナー13
®）�2013年11月

表2 2008年以降に国内に導入されたワクチン

（インフルエンザワクチンを除く）

乾燥細胞培養日本脳炎ワクチン（ジェービック®）�2009年 6月

ヒトパピローマウイルスワクチン（サーバリックス®）�2009年12月

結合型7価肺炎球菌ワクチン（プレベナー®）�2010年 2月

乾燥細胞培養日本脳炎ワクチン（エンセバック®）�2011年 4月

ヒトパピローマウイルスワクチン（ガーダシル®）

図7　ヒブワクチン導入後の侵襲性ヒブ感染症の減少
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よってその効果が明確に示された[ 15]。これらの

ワクチンの効果を示すためには、今後も、これら

の疾患の継続的なサーベイランスが必要である。

また、2014年10月からは、水痘ワクチンも定期接

種化され、過去の定点あたりの症例数は、

1/3〜1/4程度に減少している。

しかしながら、その具体的な接種方法に関して

は、未だ、問題が残っている[ 16]。例えば、国際

的に標準的な医療行為である同時接種が十分普及

していない現状があること、接種部位と接種方

法、異なるワクチンの接種間隔、予防接種に関す

る教育、そして、予防接種の諮問委員会のあり方

など、課題は多い。予防接種の最終的な目的は、

予防接種を積極的に行い、国民をVPDから守るこ

とである。これを可能にするためには、医療関係

者の予防接種に対する正しい理解が必要であり、

同時に、予防接種制度の更なる改革が必要であ

る。

定期接種と任意接種のワクチン

国内には、定期接種のワクチンと任意接種ワク

チンという独特の分類が存在する。定期接種のワ

クチンは、国の責任で接種されるもので、費用は

原則公費で負担されるが、任意接種のワクチン

は、個人の責任で接種されるものであり、費用も

原則個人負担である。任意接種のワクチンは、予

防接種法に規定されていないワクチンであり、費

用負担が大きいこと、保護者にも接種者にも十分

な情報提供がされないこと、救済制度が異なるこ

となどがその問題点としてあげられる。その様な

理由から、任意接種のワクチンの接種率は低く、

これらの疾患が依然社会に蔓延している現状があ

る[ 14]。例えば、ムンプスでは、国内のデータに

よると、約1000人に1人は、永続的な難聴を合併す

ると報告されている[ 17]。B型肝炎は、母子感染

対策事業において、母子感染の症例数は減少した

が、父子感染などによる水平感染の症例が問題と

なってきており、全ての子どもたちに接種される

Universal Vaccinationが推奨される。この件に関し

ては、国は、ようやく来年度から、定期接種化の

方針を固めた。また、乳幼児の急性下痢症の主な

原因ウイルスであるロタウイルスに対するロタウ

イルスワクチンは、海外で著明な効果を示し、そ

の疾患疫学を変えている[ 18]。これらの任意接種

ワクチンの定期化が強く望まれる。

同時接種

国内には、2008年以降、新しいワクチンが相次

いで販売され（表2）、多くのワクチン接種が可能

となり、特に乳幼児期には、複数のワクチンを限

られた期間に接種する必要がでてきた。接種に

よって確実に子どもたちをVPDから守るために

は、複数の異なるワクチンを同時に接種する医療

行為、すなわち同時接種が重要である。日本小児

科学会は、2011年1月に同時接種に対する考え方

を発表した[ 19]。同時接種は、複数の異なるワク

チンを同時に接種する医療行為であり、諸外国に

おいては、標準的に行われている医療行為である

[ 4]。同時接種によって、それぞれのワクチンに

対する有効性について、お互いのワクチンによる

干渉はないこと、それぞれのワクチンの有害事

象、副反応の頻度が上がることはないこと、同時

接種できるワクチンの本数に原則制限はないこと

が知られている[ 20, 21]。しかしながら、国内で

は、同時接種の必要性がなかったこと、また、

2011年3月に、ヒブ、肺炎球菌ワクチンを含むワク

チンの同時接種後に、7名の死亡事例が報告され、

両ワクチンが一時的に差し止めとなったことなど

を受け、接種者、被接種者にその理解が十分得ら

れていなかった。その後の症例の精細な解析の結

果、ワクチンとの因果関係は否定され、その後、

約3週間後に接種が再開された。しかしながら、

両ワクチンの添付文書には、特に基礎疾患のある

児に対しては、単独接種も考慮することが併記さ
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れ、そのハードルは高いままの状態である。その

後、同時接種は、少しずつ普及し始め、現在では、

多くの施設で実施されるまでに至っているが、そ

の後のモニタリングでは同様の死亡例の集積など

は認められていない。

なぜ、同時接種が重要なのか、その利点として、

同時接種を実施することによって、子どもたちが

VPDから早期に守られることがあげられる。ワク

チンは、接種できる時に接種し、免疫をつけるこ

とがその目的である同時接種は、その目的を達成

するための重要な手段である。また、付加的なこ

ととして、保護者の経済的、時間的負担が軽減す

ること、各ワクチンの接種率が向上すること、そ

して、医療者の時間的負担が軽減することがあげ

られる。同時接種を行わない場合には、これらの

利点の恩恵を被ることはできない。安全性につい

ては、国内のデータは限られている。しかしなが

ら、海外のデータを見ても、どの様なワクチンの

組み合わせであっても、同時接種の安全性を問題

視するデータは存在しない。諸外国の過去の膨大

なデータがその安全性を確約している。

混合ワクチンの普及

現在、国内には、異なる病原体のワクチンが一

緒になった混合ワクチンは、4種混合ワクチン、2

種混合ワクチン、MRワクチンの3つだけである。

前述した通り、国外には、ヒブ、B型肝炎、三種混

合、不活化ポリオを組み合わせた5種混合、6種混

合と呼ばれる多くの複合ワクチンが存在する。ま

た、ムンプスワクチンはMRワクチンとの混合ワ

クチンであるMMRワクチンとして接種されてい

る国がほとんどである。

日本小児科学会が推奨する予防接種スケジュー

ルを示す（図9）。これを見ると分かるように、混

合ワクチンの数の少ない国内では、3か月の児は、

計5種類のワクチンを同時に接種し、また、12-15

米国の予防接種制度から学ぶこと
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か月の児は、計6種類のワクチンを同時に接種す

ることになる。この接種回数の多さは、他の先進

国では、見られない現状であり、混合ワクチンの

国内での普及への期待は高い。

異なるワクチンの接種間隔

国内では、不活化ワクチン接種後に異なる不活

化、あるいは生ワクチンを接種する場合は、中6日

以上、生ワクチン接種後に異なる生、あるいは不

活化ワクチンを接種する場合は、中27日以上あけ

てから接種することとなっている。これは、国内

独特の規則であり、海外では、異なる生ワクチン

同士の場合、中27日以上あける以外は、接種間隔

の規定は存在しない。おそらくこの規制は、万が

一、ワクチンの副反応が出た場合に、その責任と

なるワクチンを明確にする目的で作られたものと

考えられる。しかしながら、現在、同時接種が進

んでいる中で、この規則の意味は、少なくなって

きていると言わざるをえない。この規定は、接種

時期を逃してしまう大きな一因となっている。こ

れらの規制を撤廃すべく、日本小児科学会は、厚

生労働省に要望書を提出したが（9）、今のところ、

改定の動きは見られていない。

ワクチンの接種方法と接種部位

日本では、ヒトパピローマウイルスワクチン、

10歳以上のB型肝炎ワクチンなどの一部のワクチ

ンを除いて、原則すべてのワクチンが皮下注射で

ある（図10）。しかしながら、海外では、生ワクチ

ンを除く全てのワクチンは、原則筋肉内注射であ

る（図10）。日本では、その理由は、1970年代に大

腿四頭筋拘縮症の患者が国内で約3700名報告さ

れ、この原因として、頻回の抗菌薬や解熱剤の筋

海外社会保障研究 Autumn 2015 No. 192
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図10　筋肉内接種と皮下接種
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肉内投与が指摘された。日本小児科学会は、筋肉

内注射には安全な場所はないという声明を発表し

[ 22]、それ以来、国内では、全ての医薬品の筋肉

内注射の閾値が高くなり、ワクチンにおいても、

全て皮下注射となった経緯がある。それから、約

40年以上を経過する現在でも、皮下注射で予防接

種が実施されている。しかしながら、皮下注射に

よる局所反応は、筋肉内注射に比べ高く[ 23, 24]、

また、免疫原性に差はなく、むしろ筋肉内注射の

方が高いという報告も散見される[ 23]。複数のワ

クチンを同時に接種する際、または、多くの新し

いワクチンが開発され、特に混合ワクチン、ア

ジュバント入りのワクチンなどは、その局所反応

を減らすために筋肉内注射がその標準的投与法で

ある。今後、特に乳幼児早期に多くのワクチンを

同時接種し、更には、新しいワクチンが順次導入

されていく過程において、筋肉内注射を予防接種

の標準的接種法として認める必要があると考え

る。また、近年、筋肉内接種が標準的接種法であ

る髄膜炎菌結合型ワクチン、10価肺炎球菌ワクチ

ンなども国内で販売、承認されており、今後、筋

肉内接種の正しい方法の啓発も必要である。

一方で、ワクチンの接種部位は、上腕に接種す

ることが多かったが、海外では、乳児、幼児では、

大腿前外側部が標準的な接種部位である（図11）。

接種本数が多くなった現在、大腿への接種の啓発

活動も、引き続き必要であると考える。

国策として予防接種制度を検討する予防接

種諮問委員会

諸外国には、ワクチンの専門家によって構成さ

れるNational Immunization Technical Advisory Group

(NITAG）が存在し、それぞれの国の状況に合わ

せ、新しいワクチンを国のワクチンプログラムに

入れるかどうか、そして現行のワクチンの効果、

その継続の審議が行われている。その代表的なも

のは、前述した米国のACIPであるが、ACIPには、

予防接種を国策として行う米国政府の絶対的な信

頼が寄せられており、そこで決定した事項のほと

んどが国策として反映されている。[ 25]。

一方、国内でも、この様な世界的な流れに追い

つこうと、厚生労働省内の厚生科学審議会に感染

症分科会予防接種部会が2008年より設立され、予

防接種に関連する専門家が集まり、また、それぞ

れのワクチンに関する小委員会からのファクト

シートが作成され、予防接種法の改定作業を勧め

てきた。更には、この部会が2013年4月から、予防

接種・ワクチン分科会となり、その下に予防接種

基本方針部会、副反応検討部会、研究開発及び生

産・流通部会の3つの会が作られ、活発な論議が行

われている。また、ワクチン関連の14の学会の代

表から構成される予防接種推進専門協議会は、予

防接種政策を国策として行うための提言を国に対

して行い、こちらもワクチンをとりまく専門家の

立場から、国への提言を行う立場として、今後の

活動が期待される。

ワクチンの有害事象と副反応

ワクチンの有害事象とは、ワクチン接種後に起

こる全ての負の事象、いわゆる紛れ込み事象を含

むものを指し、副反応とは、ワクチンと関連のあ

るものを指す。すなわち、有害事象の中に、副反

応が含まれる。国内では、この2つの区別がつき

にくく、全ての有害事象がワクチンの副反応と捕

えられがちである。、前述したが、2011年3月には

肺炎球菌とヒブワクチンを含むワクチンの同時接

種後に7例の死亡例を受けて、ワクチンの接種が

一時的に中止された。精細な症例の検討を行い、

ワクチン接種と死亡については関連がないことが

証明され、接種は約3週間後に開始された。また、

2013年6月には、ヒトパピローマウイルスワクチ

ン接種後に慢性の疼痛、運動障害をきたす症例が

報告され、様々な議論を呼んだが、2年以上経過し

米国の予防接種制度から学ぶこと
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た現在、科学的に因果関係がないとした部会の結

論をもっても、未だ接種の再開がされていない現

状がある（26）。

予防接種は、健康な子どもに対して接種を行う

ため、その安全性には、最大の配慮がされなくて

はいけない。一方で、どの様な医療行為において

も、ゼロリスクの医療行為は存在しなく、一定の

頻度で副反応が起こることは認識すべきである。

過去の膨大のデータからも、予防接種によるベネ

フィットは絶大である。一方で、起こりうる副反

応に対するリスクに関しても、常に我々は目を向

け続けなくてはいけない。その2つを常にモニタ

リングすることが重要である。そして、それらを

しっかりと天秤にかけて、予防接種をするかどう

かを決める必要がある。

おわりに

米国の予防接種制度を紹介しながら、現在の日

本の予防接種制度の問題点を指摘した。この数年

のワクチンギャップを埋めるための新しい動きは

顕著なものがある。接種できるワクチンの種類

は、大幅に増加し、一部のワクチンの定期化によ

り、ワクチンの素晴らしい効果が見られている。

しかしながら、接種を実際に行う上で、埋めなく

てはいけないワクチンギャップが依然存在する。

このギャップを今後どう埋めるかが重要であり、

今後、予防接種を取りまく関係者のそれぞれの立

場での継続的な活動が必要であると考える。
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1．インドネシアの予防接種の現場から

途上国における予防接種の現場における個人的

な体験から、この論考を始めたい。

1986年から2年間、著者はJICA（当時は国際協

力事業団）の母子保健専門家として、インドネシ

ア北スマトラ州アサハン県で地域保健向上プロ

ジェクトに関与していた。プロジェクト対象地域

では、村人がヘルス・ボランティアとして、母子

保健、家族計画、栄養改善、予防接種、下痢症対

策という5つの目標をもつポシアンドゥ（インド

ネシアの乳幼児健診）に参画していた。

ポシアンドゥの健診の会場は、青空の下。赤

ちゃんたちの泣き声に、ヘルス・ボランティアの

村人たちの声が交じる。まだ、結婚もしていない

若者たちが、一所懸命赤ちゃんをあやしながら体

重を計っている。体重計は天秤棒そのもの。その

となりでは、体重をインドネシアの母子手帳に書

き込んでいるボランティアがいる。体重の減って

いる赤ちゃんに対しては、お母さんへの栄養指導

が行なわれている。定期的にピルをもらっている

女性もいる。赤ちゃんの予防接種だけは、保健所

の職員の仕事である。

また、健診の会場の壁には、予防接種をわかり

やすく説明するために、絵の上手な青年が作った

手描きのポスターが貼られていた。ちょっと見学

しただけでは、だれが保健所の人で、だれがボラ

ンティアの村人で、だれがお母さんなのか、まっ

たく見当がつかない。でも、お母さんと赤ちゃん

は、大騒ぎのなかで、みんなきちんと健診を済ま

せ、相談したいことを話して帰っていく。混沌さ

と、いい加減さと、たくましさがミックスされて、

楽しくにぎやかな健診ができあがっていた（中村

1991）。

予防接種を実施するのは、保健所の職員である
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■要約

途上国では、予防接種は確実に子どもの命を守ることのできる保健医療施策の一つとして、政治的にも大きな意義

をもっていた。また、先進国においては、国際医療協力のなかでも最もわかりやすく、市民社会に好意的に受け入れ

られやすい手段の一つであり、ワクチンに関するさまざまな資金調達メカニズムが整備された。しかし、途上国の乳

幼児死亡率が著明に減少している現在、多額の費用を予防接種に投資することの再評価が問われている。また、予防

接種プログラムがもたらす副反応に関する周知や健康被害に対する救済措置といった対応を進めていく時機が到来し

たと考えられる。
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が、医師や看護師とは限らない。予防接種に特化

した数週間の研修を受けた職員が、接種すること

も少なくなかった。

当時のインドネシアにおいては、世界で展開され

ていたEPI(Expanded Programme on Immunization：

予防接種拡大計画）に忠実に対応する形で、ポシ

アンドゥと保健所を主な接種場所にして予防接種

が全国的に実施されていた。接種率は公式発表で

は60−75％といわれていたが、実際の接種率は

もっと低いものと思われた。

電気がない村や停電の頻繁な町の保健所では、

電気がなくても動くケロシン冷蔵庫が必要であっ

た。保健所の冷蔵庫に保管されているワクチンを

村の健診会場まで運ぶためのコールドボックスが

不足しており、氷水で冷やしながら運搬したこと

もあった。ワクチンの在庫管理を実行できる人材

が不足しており、予防接種の当日になってBCGの

在庫がないことに気づくことも少なくなかった。

また、当時は予防接種後の副反応に関する信頼で

きる調査は皆無であった。現場では、アルコール

不足や注射針の不潔に原因する注射後の潰瘍は珍

しくなかった。

2．予防接種プログラムの発展

天然痘を予防する手段として開発された種痘

は、予防接種の嚆矢である。1798年にエドワー

ド・ジェンナーが、ウシが感染する牛痘の膿を用

いた安全な牛痘法を発表した。発表当時は懐疑的

な意見も少なくなかったが、天然痘の予防に大き

な効果があることが明らかとなり、種痘は世界中

に広まった。ワクチン接種による疾病予防という

方法論は、パスツールの狂犬病、コッホの結核菌

の研究に受け継がれていった（表1）。

第2次世界大戦後には、感染症は撲滅できると

いう論調が主流となり、1958年に世界保健機関

（WHO）総会において世界天然痘根絶計画が承認

された。当時、天然痘により年間2千万人が罹患

し、400万人が死亡していると推計された。天然

痘の常在国において、患者を発見し、その周辺の

人々に種痘を接種するという封じ込め作戦の効果

は大きく、1977年にソマリアでの患者を最後に地

球上から天然痘患者はいなくなった。1980年に

WHOは天然痘の世界根絶宣言を行った。この天

然痘根絶計画の陣頭指揮を執っていたのが、

WHOの蟻田功医師であった。まさに、種痘とい

うワクチンを武器に、感染症との闘いに勝利した

瞬間であった。

なお、日本では、1950年代に世界で初めて日本

脳炎ワクチンを開発した。また、1961年には米国

に先んじて経口生ポリオワクチン（OPV）の一斉

接種によりポリオ流行を制圧した（中野 2013）。

ちょうど天然痘根絶計画がほぼ成功しそうな時

期に、1974年にEPI（拡大予防接種計画）が開始さ

れた。当時は厳しい東西対立の時代であったが、

1978年には旧ソビエト連邦のアルマアタ（現カザ

フスタン共和国アルマティ）において、「すべての

人びとに健康を！」というスローガンのもと、米

ソを含む143か国の政府代表が集まりプライマリ

ヘルスケア（PHC）を採択した。PHCでは、保健

医療サービスは、医師や看護師という専門職から

与えられる一方通行の恩恵的サービスではなく、

サービスを受ける側が主体的に参画すべきものだ

途上国における予防接種制度の現状と課題
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西太平洋地域におけるポリオ根絶宣言

種痘の発表1798

2000

GAVIアライアンス発足

事項年

予防接種のための国際金融ファシリティ

（IFFIm）

2006

2000

ミレニアム開発目標（MDGs）2001

表1 予防接種に関連する事項の経緯

世界天然痘根絶計画開始1958

予防接種拡大計画（EPI）開始1974

プライマリヘルスケア（PHC）提唱1978

WHOによる天然痘根絶宣言

狂犬病ワクチン開発1885

1980
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と宣言した。その基本的な8項目の保健医療サー

ビスの一つが、EPIであった（WHO 1978）。

EPIは、世界中の子どもたちを予防可能な感染

症から守るため、基本的なワクチン接種を推進す

ることを目的にWHOとユニセフが中心となり、

世界各国と協働して実施されたプログラムであ

る。当初は、BCG、ポリオワクチン、麻疹ワクチ

ン、三種混合ワクチン（百日咳、ジフテリア、破

傷風）を1歳までの乳児に接種していた。EPIワク

チンの世界全体での接種率は1990年代を通じて

70％以上に到達し、子どもの健康向上に大きな役

割を果たした。

ワクチンを供給するだけでは、予防接種プログ

ラムは回らない。熱帯地域で予防接種を円滑に実

施するためには、ワクチンを冷凍冷蔵する設備と

搬送体制を完備することが必要不可欠である。冷

蔵庫やクーラーボックス、停電時の発電機などに

加えて、搬送のためのバイクや自転車なども必須

である。これを、コールド・チェイン（cold chain）

と呼ぶ。道路や電気網の整備が行き届いていない

途上国の遠隔地に予防接種を普及するためには、

莫大な設備投資を要した事業であった。

また、予防接種プログラムは、保護者が忙しい

仕事を休み、遠方にある保健医療機関に健康な子

どもを連れていくという高い動機を必要とする事

業でもある。単に「予防接種をしましょう」とい

う呼びかけだけでは不十分である。そこで、国や

地域を一つにまとめ一斉キャンペーンを実施する

ことにより、予防接種率を高めるというNID

（National Immunization Day）といった方法を採用

する国もある。たとえば、一斉予防接種キャン

ペーン当日はすべての乳児が、それまでの予防接

種歴にかかわらずポリオの経口接種を受け、まる

で予防接種のお祭りのように盛りあがるイベント

である。

2000年代に入り、ワクチンに関する資金調達メ

カニズムが整備されるにつれ、高額のワクチンが

次々と導入されていった。現在では、乳児は、新

生児期から1歳までの1年間に、BCG、ポリオ、

DPT（三種混合）、B型肝炎、Hib、肺炎球菌、ロタ、

麻疹、風疹という11種類の疾病を予防するワクチ

ンの接種が推奨されている（表2）。予防接種率に

ついては、BCG、ポリオ、DPT（三種混合）、麻疹、

B型肝炎、Hibは途上国においてもほぼ80％に達し

ている（ユニセフ 2015）。しかし、近年に導入さ

れたばかりの肺炎球菌、ロタの予防接種率は低

い。ただ、肺炎球菌、ロタの予防接種は地域によ

る差異が大きく、ラテンアメリカで高く、南アジ

アや東アジアではサブサハラ・アフリカよりも低

いといった特徴がある（表3）。

3．ワクチンに対する資金調達メカニズム

2000年以降に、ミレニアム開発目標（Millennium

Development Goals：MDGs）を達成するために多

額の資金が必要であるという認識から進展してき
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9-12月

BCG B型肝炎 ポリオ DPT乳児の年齢 Hib 肺炎球菌 ロタ 麻疹 風疹

○：ワクチン接種の推奨の時期（国や地域により、多少の前後がみられる）

（出典：ユニセフ Immunization Schedule for Infantsを改変）

表2 乳児に対する推奨ワクチンの一覧（2014年現在）

○○○○○○14週

○○

○○6週

○○○○○○10週

○○○新生児

○○○○
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た（稲田 2010）。

2006年に、途上国における予防接種のための資

金調達として「予防接種のための国際金融ファシリ

ティ｣(International Finance Facility for Immunization：

IFFIm）が発足した。英国、フランス、イタリア、

スペインなどが政府開発援助（ODA）を20年間に

わたり拠出すると誓約したことを前提に、その予

算を担保に国際金融市場で債券を発行するという

システムである。日本でも、「ワクチン債」として

個人投資家に高い人気を呼んだ。運用はGAVIア

ライアンスが行い、財務管理は世界銀行が担って

いる。

GAVIアライアンス(TheGlobal Alliance for Vaccines

and Immunization）は、予防接種プログラムを通じ

て、子どもの健康の向上を図る同盟である。先進

国や途上国の政府、国際機関、国際NGO、研究機

関、ワクチン関連企業などが参加している。予防

接種のための資金調達、ワクチンの供給、ワクチ

ン市場の形成、予防接種を支える保健システムの

強化などを行い、1人当たり国民総所得（GNI）が

1,500米ドル未満の国を支援対象としている。

IFFImの資金援助を受けているGAVIプログラ

ムでは、五価ワクチン（百日咳、ジフテリア、破

傷風、Hib、B型肝炎）に2006年から6年間で10億米

ドル以上の資金を投入したという。一方、肺炎球

菌やロタのように、途上国政府が自前の資金で提

供できないような高価なワクチンを提供すること

が持続的な開発援助につながるのかという批判の

声がある。

4．予防接種の健康被害

アメリカ合衆国小児科学会では、「アメリカ合

衆国で認可されたすべてのワクチンは安全であり

効果的であるが、絶対に安全で完璧に効果のある

ワクチンはない」と明言している。予防接種と

は、人工的に精製されたワクチンを接種すること

により、その病気に対する個人および集団の免疫

途上国における予防接種制度の現状と課題
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8490世界全体

BCG DPT ポリオ地域 はしか B型肝炎 Hib ロタ 肺炎球菌

（出典）ユニセフ 『世界子供白書 2015』

BCG：BCGの接種を受けた乳児の割合

DPT：DPTワクチン接種を3回受け生存している乳児の割合

ポリオ：ポリオワクチン接種を3回受け生存している乳児の割合

はしか：はしかワクチン接種を受け生存している乳児の割合

B型肝炎：B型肝炎ワクチン接種を3回受け生存している乳児の割合

Hib：ヘモフィルス・インフルエンザb型菌ワクチン接種を3回受け生存している乳児の割合

ロタ：ロタウイルスワクチン接種を推奨通り最後まで受け生存している乳児の割合

肺炎球菌：肺炎球菌結合型（PCV）ワクチン接種を3回受け生存している乳児の割合

CEE/CIS：ロシア、東欧、中央アジア、トルコなど22カ国が含まれる

後発開発途上国：Least Developed Country（LDC）といい、国際連合の定義に基づく

表3 完全に予防接種を受けた割合（％）

CEE/CIS

3114808079808084後発開発途上国

251452818484

73898992898994ラテンアメリカ

281717196959597

7175737588南アジア

02179395959397東アジア・太平洋諸国

71

767482サブサハラ・アフリカ

2532579189919094中東・北アフリカ

8037

3515727574
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力を高めるという目的を持っている。予防接種に

は疾病の予防という大きな利点とともに、その効

果の限界性や種々の副反応も伴っている。従っ

て、個人や集団に対する自然感染の危険性とワク

チンの効果や安全性を比較して、ワクチン接種の

効果が大きいと判断されたときに予防接種が施行

されるべきである。

ワクチンの事故に関しては、ワクチン製造過程

における品質管理の不十分さや異物の混入、ずさ

んな保管体制や接種時の汚染などによる事故、ワ

クチンの取り違えや接種量の間違いなど接種者の

不注意による事故に大別される。これらは、途上

国ではこのような事故は少なくないと思われる

が、表面化するのは一部ではないかと推察される。

ワクチンの副反応については、一般的にいっ

て、注射部位の腫脹など物理的に避けられない局

所反応、不活化ワクチンによる発熱、生ワクチン

による発熱や発疹などの副作用は一時的でありほ

とんどは自然に回復する。ワクチンによる神経障

害や脳障害、ワクチンの野生化などによる感染と

いった重篤な副反応は非常にまれではあるが、後

遺症を残したり死亡に至ったりする場合もある。

日本においては、予防接種による重篤な障害に

対して予防接種健康被害救済制度が設けられてお

り、専門家による認定と被害者に対する給付が行

われている。ただ、予防接種後に生じた臨床症状

がワクチンによるものであるかどうかという因果

関係を医学的に証明するのは困難であり、被害者

救済の意味から弾力的に運用されている。

日本では「予防接種と子どもの健康」という冊

子で、保護者はワクチン接種を受ける前に予防接

種が惹起する副反応の詳細について知ることがで

きる。しかし、途上国ではほとんど副反応に関す

る説明は行われていないまま、ワクチン接種が実

施されている。どれほど優秀なワクチンにおいて

も、被害を生じることは避けられない。多くの国

では、救済制度がないわけではないが、実効性の

ある制度を運用している国は非常に少数である。

WHOがワクチン戦略を実施するにあたって主

な対象とするのは、低―中所得国である（岡部信

彦 2009）。今後は、予防接種に関する国際協力

において、ワクチンを提供するだけでなく、「予防

接種と子どもの健康」のような説明文書を途上国

の文化と文脈に沿った形で保護者に提供するよう

な協力が求められている。すでに、予防接種リ

サーチセンターでは、英語、韓国語、中国語、ポ

ルトガル語、タガログ語の5言語で在住外国人の

保護者のために提供しているので、海外で説明文

書を作成する際にも参考になるであろう。また、

予防接種の副反応に対処するなかで整備されてき

た日本の予防接種健康被害救済制度について国際

的に発信していくことは、今後、予防接種の健康

被害が明るみになると予想される多くの途上国の

良識ある保健医療関係者や市民社会にとって、非

常に役立つに違いない。
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はじめに

近年、ドイツでは麻疹が流行し多数の患者が発

生する事態が繰り返し生じている。患者には麻疹

の予防接種を受けていない、あるいは、適切な時

期に受けていない人が多く含まれている。このよ

うな問題を背景として、予防接種により人々の健

康を感染症から保護することが十分でない状態を

迅速に改善することが重要な課題となっており、

それに応えるための取組みが進められている。

本稿においては、ドイツの予防接種に関する制

度の現状、接種の状況などをみたうえで、予防接

種による健康の保護を改善するための改正につい

て検討を行う。

1. 予防接種に関する制度の現状

(1) 基本認識

ドイツ政府は次のような基本認識の下で予防接

種に関する政策を進めている（BMG 2015a : 1）。

予防接種は医療に使用することができる最も重要

かつ効果的な感染症の予防手段である。近代的な

予防接種は体に障りがなく、かつ、副作用も稀に

見られるに過ぎない1)。予防接種の直接的な目的

は、予防接種を受けた人を感染症から守ることで

ある。しかし、予防接種は、接種を受けた人を保

護する効果を持つだけでなく、感染症が広がるこ

とを防止し又は減らすことにより予防接種を受け

ていない人を感染症から保護するという効果も有

している。予防接種は、費用効率の面でも優れた

予防措置であり、治療費用を軽減することにもつ

ドイツにおける予防接種政策
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ながる2)。

(2) STIKOの勧告

ドイツでの予防接種の実施に関しては、感染症

予防法3）第20条第2項に基づき、ロベルト・コッ

ホ研究所（Robert Koch-Institut)4）に置かれた常任

予防接種委員会(Ständige Impfkommission(STIKO))

が勧告を行うこととされている。勧告の対象にな

るのは、感染症予防の観点から個人と社会全体の

健康を守るうえで価値の高い予防接種である。た

だし、勧告の対象となった予防接種についても、

国民がそれを受けなければならない法的義務が存

在するわけではない5)。

STIKOは、各州の保健担当省庁の同意を得て連

邦保健省により任命される委員で構成される。

STIKOの委員は、予防接種に関する豊富な学術的

及び実践的経験を有する様々な分野の認められた

専門家である6)。STIKOの勧告は、医学及び疫学

に関する最新の知見及び技術を勘案して予防接種

がもたらす便益とリスクを考量することにより行

われる。このために、STIKOは継続的にワクチン

及び予防接種により予防可能な疾病に関するデー

タの評価を行っている7)。勧告される予防接種の

種類及び量の決定には、専門家による独立した委

員会であるSTIKOが重要な役割を担う仕組みと

なっている。その理由は、予防接種の接種義務が

存在しない中で接種率を高めるためには、予防接

種の必要性が国民に広く受け入れられる必要があ

り、そのためには、それに関する決定が高い透明

性を有することが極めて重要であるためと考えら

れる。

STIKOからは、人々が年齢に応じて受けるべき

標準予防接種（Standardimpfung）として破傷風な

ど15種類の感染症に対する予防接種が勧告されて

いる8)。STIKOからは、このほかに特別の蔓延状

況や危険性がある場合に受けるべき予防接種が勧

告されている（表1）。後者に属するものとして

は、例えば、ダニによる脳髄膜炎（FSME）感染の

危険性のある地域でダニに咬まれる危険にさらさ

れている人を対象とする予防接種が挙げられる。

(3) 医療保険の給付としての予防接種

医療保険について定める社会法典第5編9）第20

d条の規定に基づき、被保険者は「予防接種のため

の給付（Leistung für Schutzimpfung）」を受ける権

利を有している。この「予防接種のための給付」

の受給要件、種類及び量については、医療保険の

保険者側と診療側で構成される共同連邦委員

会10） (Gemeinsamer Bundesausschuss）がSTIKOの

勧告に基づき予防接種が公衆衛生に対して有する

意義を勘案して指針として定めることとされてい

る11)。また、この指針の内容は、通常、STIKOの

勧告を踏襲するものとされている12)。共同連邦

委員会により実際に定められた指針（予防接種指

針（Schutzimpfungs-Richtlinie))13）においては、標

準予防接種の対象となる15種類の感染症を含む22

種類の感染症に対する予防接種が定められ（表

1）、これらが医療保険による給付の対象とされて

いる。このため、医療保険の被保険者（家族被保

険者を含む）は、STIKOの勧告の対象となった予

防接種を医療保険による給付として自己負担なし

に受けることができる14)。一方、予防接種に要す

る費用を負担する医療保険の保険者（疾病金庫）

は、被保険者が予防接種を受けることにより感染

症に罹患することが防止され、それによって治療

のための支出を抑えることができる。

疾病金庫又はその連合会は、医療保険による外

来診療を担当する開業医（保険医）で構成される

州レベルの組織である保険医協会との間で予防接

種の実施に関する契約を締結する（社会法典第5

編第132e条第1項）。これによって、被保険者は各

保険医から医療保険の給付としての予防接種を受

けることができる。疾病金庫は、保険医のほか

に、適当な医師や施設、公的保健サービスの実施
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主体とも「予防接種のための給付」の実施に関し

て契約を締結することができる。しかし、実際に

は、予防接種の大部分は保険医により実施されて

おり、公的保健サービスの実施主体や企業嘱託医

により実施される予防接種の割合は10〜15％程度

にとどまっている（BZgA 2015 : 2）。

この「予防接種のための給付」を受ける権利に

関する規定は、2007年の医療制度改革により導入

されたものである。それ以前において、「予防接

種のための給付」は、疾病金庫が規約で定めるこ

とにより任意に行うことができる給付として位置

づけられていた。このため、被保険者が医療保険

の費用負担により受けることができる予防接種の

範囲は加入する疾病金庫により異なり、このこと

が予防接種の接種率を高めるうえでの障害になっ

ていると考えられた15)。そこで、被保険者の加入

する疾病金庫にかかわりなく、予防接種のための

給付が統一的に実施されることなどを目的とし

て、「予防接種のための給付」が全ての疾病金庫に

実施義務のある給付として規定された。

(4）予防接種の実施の促進

疾病金庫は、「予防接種のための給付」を行うほ

か、感染症予防法に基づき予防接種の実施を管轄

する州当局と協力して、被保険者が予防接種を受

けることを促進する義務がある（社会法典第5編

第20 d条第3項）。このために、疾病金庫は被保険

者に対する啓発、相談及び情報提供を行わなけれ

ばならない。また、医療保険の給付としての予防

接種を実施する医師には、予防接種を受ける者又

はその保護者に対して予防されるべき疾病と予防

接種について啓発することが義務づけられている

（予防接種指針第7条）。この啓発の対象には、予

防接種による便益と予防されるべき疾病、可能性

のある副作用、合併症及び禁忌、予防接種の効果

の発生時期と継続期間などに関する情報が含まれ

る。さらに、連邦健康啓発センター（Bundeszen-

trale für gesundheitliche Aufklärung)16）は、「予防接

種に関するポータルサイト」（impfen-info.de）を設

けることなどを通じて、予防接種の仕組み、予防

接種がもたらす便益や副作用、予防接種の対象と

なる感染症のリスクなどに関する情報提供を行っ

ている。

できるだけ高い接種率を達成するためには、個

別接種だけではなく、幼稚園、学校、高齢者施設

での訪問接種が重要と考えられている17)。しか

し、訪問接種の場合には保護者の権利を尊重する

必要があり、相談・情報提供においてはそのこと

に留意しなければならない。被保険者には「予防

接種のための給付」を受ける権利があるだけで、

義務は存在しない。つまり、「予防接種のための

給付」を受けるかどうかはあくまでも被保険者及

びその保護者の自己決定に委ねられている。「予

ドイツにおける予防接種政策
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破傷風

水ぼうそう

ジフテリア

[その他の予防接種の対象感染症]

コレラ

FSME

[標準予防接種の対象感染症]

黄熱病

チフス

A型肝炎

狂犬病

結核

出典: 筆者作成。

表1 対象となる予防接種(STIKOの勧告及び予防接種

指針)

B型肝炎

ヒト・パピローマウイルス（ＨＰＶ）

インフルエンザ

麻疹

髄膜炎菌感染症

流行性耳下腺炎

百日咳

肺炎球菌感染症

ポリオ

ロタウィルス感染症

ヘモフィルス・インフルエンザ菌b型感染症(Hib)

風疹
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防接種のための給付」を受けることについて被保

険者等に協力を求めることについても、憲法で保

障されている身体の不可侵（ドイツ連邦共和国基

本法第2条第2項）にかかわる限界があるとされて

いる（Wiercimok 2012 : 189）。

2.接種の現状と麻疹の流行

感染症予防法第34条第11項の規定に基づき、各

州において収集され、ロベルト・コッホ研究所に

報告された、就学時健診の際の予防接種に関する

データによると、子供の予防接種の接種率は、全

体として、継続的に上昇するか、高い水準で維持

されている。接種率が特に大きく上昇したものに

は、百日咳及びB型肝炎の予防接種と並んで、麻

疹の2回目の予防接種が含まれている。

麻疹の1回目の予防接種の接種率は2002年に

91.3％、2007年に95.4％、2012年には96.7％となっ

ており、ドイツ全体の平均ではWHO(世界保健機

関）が目標とする接種率（95％）を既に上回って

いる（RKI 2014b : 138）。州ごとにみても、2012年

には初めて全ての州で接種率が95％を上回っ

た18)。麻疹の2回目の予防接種の接種率は、2002

年の33.1％から、2007年には90.9％となり、2012年

には92.4％へと顕著に上昇しているものの、依然

として95％を下回っている19)。このように接種

率が95％を下回っていることはドイツにおいて麻

疹の流行が繰り返される原因と考えられている

（BMG 2015b : 1）。

さらに、接種の時期に関しても問題がみられ

る。STIKOの勧告によれば、麻疹の予防接種は、1

回目を生後11か月から14か月までの間、2回目を

生後15か月から25か月までの間に、麻疹・流行性

耳下腺炎・風疹の混合予防接種（MMR）として行

うこととされている。しかし、実際には適切な時

期までに行われていないケースが良くみられる。

1回目の予防接種に関しては、2012年では生後24

月の子供の接種率が95％以上の州は調査対象と

なった14州のうちの6州に過ぎなかった（RKI

2014b : 138）。ただし、36か月の子供の接種率は

いずれの州においても95％以上となっていた。一

方、2回目の予防接種に関しては、生後24か月の子

供及び36か月の子供のいずれについても接種率が

95％以上の州は存在しない。

以上のように、予防接種により麻疹から子供の

健康を保護することについては不十分な点があ

り、予防接種の接種率を改善するための更なる取

組みが必要となっている。

予防接種による健康の保護が十分でない状態

は、子供の場合に限られるわけではない。成人の

予防接種の接種状況に関してロベルト・コッホ研

究所が実施した抽出調査の結果によれば、18歳か

ら64歳までの調査対象者のうち少なくとも1回は

麻疹の予防接種を受けたことがある者の割合は

38.1％となっている（Poethko-Müller, Schmitz 2013

: 849）。この割合は、18歳から29歳までの年齢階

層では79.8％であるが、年齢が上がるにつれ低下

し、60歳から64歳までの年齢階層では3.8％となっ

ている。

成人に関しては、1970年以降生まれの18歳以上

の者で、予防接種を受けたかどうかが不明、予防

接種を受けていない又は子供の時に1回しか予防

接種を受けていない全ての人（特に保健医療サー

ビスなどに従事する場合）にMMRなどとして1回

の予防接種を受けることがSTIKOから勧告されて

いる。しかし、調査によれば、52％の人がこの勧

告のことを知らない、また、1970年以降生まれの

者の81％はこの勧告のことを聞いたことがないと

いう結果が出ている（BZgA 2013 : 1）。

麻疹は感染性が高いため、学校、大学、職場、

大きな催しなどで急速に感染が拡大する可能性が

ある。したがって、青年や成人に関しても、自分

の麻疹に対する予防接種の接種状況を点検し、予

防接種による保護が欠けていることをできる限り

海外社会保障研究 Autumn 2015 No. 192

−28−



04_海外社会保障研究_特集（松本）_4k.mcd  Page 5 15/11/18 13:33  v5.51

迅速に埋める必要があると考えられる。

実際に、近年、ドイツにおいては麻疹の流行が

繰り返されている。麻疹の件数は年によって大き

な変動がみられるが、最近では、2013年に1,769件

にまで達した（表2）。さらに、2014年秋以降はベ

ルリンで集中的な麻疹の発生がみられたことが注

目を集めた。ベルリンにおける麻疹の件数は2014

年10月から2015年2月までの間に643件となり、

2014年のドイツ全体での件数をも上回った。ベル

リンでの麻疹の発生は、ボスニア及びヘルツェゴ

ビナからの難民庇護申請者に始まり、その後ベル

リン市民にも広がっていった（RKI 2015 : 70）。

このうちの48％は当該患者の年齢が18歳から43歳

であり、26％は開業医による通常の外来診療では

なく病院での治療が行われた20)。

2014年の全国での発生事例のうち麻疹の予防接

種の接種状況が明らかな383件についてみると、

316件（83％）では患者が予防接種を受けていな

かった（RKI 2015 : 72）。67件では患者が予防接

種を受けていたが、そのうち36件では予防接種を

1回しか受けず、19件では2回以上受け、12件では

予防接種の回数が不明となっている。

3. 改正法案

このような状況を背景として、本年3月に連邦

政府により連邦議会に提出された健康増進・予防

強化法案21）においても、感染症に対する健康の

保護の促進を狙いとして、予防接種の接種率を改

善するための規定が盛り込まれた。この法案は、

出生率の低下及び平均寿命の伸長による人口学的

な変化、疾病構造の変化及び労働環境の変化に対

応して、効果的な健康増進・疾病予防を推進する

ことを目的としている。このため、この法案で

は、社会保険の保険者及び民間医療・介護保険の

保険者の共通の責務として、また、事業所での健

康増進や労働者の保護とも連携して、あらゆる年

齢階層と生活領域（例: 保育施設、学校、事業所、

介護施設など）を通じた健康増進及び疾病予防が

支援される条件の整備が図られる。そのための具

体的な施策のひとつとして、共通の目的に沿った

全国的な「予防戦略」の策定などと並んで、予防

接種の促進が挙げられている。

健康増進・予防強化法が成立すれば、予防接種

による健康の保護を促進する観点から、社会法典

第5編及び感染症予防法の改正が行われる。現状

の医療保険においても、一定年齢の被保険者は、

医療保険の給付として健康診断や病気の早期発見

のための検診を受けることができることとされて

いる。健康増進・予防強化法案では、18歳以上の

被保険者を対象とした健康診断と18歳未満の子供

及び青少年を対象とした健康診断が医療保険の給

付として規定されるとともに、それぞれの健康診

断の内容として予防接種の接種状況についての確

認と相談助言が含まれることが具体的に規定され

る（改正後の社会法典第5編第25条第1項及び第26

条第1項）。これにより、啓発活動を通じた一般的

な情報提供ではなく、それぞれの被保険者の健康

状態、予防接種に対する疑問や不安に応じた専門

ドイツにおける予防接種政策
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的、客観的な情報提供が可能になると考えられ

る。

さらに、子供に関しては、初めて保育施設に入

る場合に、その子供の健康の予防接種による保護

に関して医師の相談助言を受けたことを保護者が

当該保育施設に対して証明しなければならないと

される（改正後の感染症予防法第 34条第 10a

項)22)。

この改正は、保育施設や学校に通うできる限り

すべての子供の健康が予防接種により保護される

ことを目指すものである（BMG 2015c : 1）。しか

しながら、医師の相談助言を受けた結果、実際に

予防接種を受けるかどうかはあくまでも任意であ

る。また、勧告された予防接種が終わっているこ

とは保育施設に入るための条件とはされない。

この改正の背景には、前述のような予防接種の

接種状況を巡る問題がある。たとえば、麻疹の場

合にはSTIKOが勧告している期間までに必要な予

防接種が終わっていないケースが多いため、1歳

から6歳までの年齢では、麻疹にかかりやすい子

供の割合が高く、麻疹が発生した場合にはこの年

齢の子供に流行が広がるおそれがある。特に、保

育施設に通う子供の場合には流行の可能性が高

い。

また、この改正は、STIKOの勧告に示された年

齢までに予防接種が行われることを確保に当たっ

て、小児科医や家庭医が重要な役割を担っている

ことを考慮したものである。その理由は、これら

の医師は、医療保険の給付として行われる子供の

健康診断を担当することにより、定期的に子供と

会う機会があり、その機会を活用して、勧告され

た年齢までに予防接種を受け、感染症に対する健

康の保護を確実なものとするように働きかけるこ

とができるからである。

4. 政策の基本的方向と改正の意義

ドイツにおいては、予防接種の接種義務は設け

られておらず、全ての成人は自分自身のために、

また、親は自分の未成年の子のために、予防接種

を受けるかどうかを決定することができる。しか

し、このことは、予防接種を受けるかどうかが全

面的に本人や親の問題とされていることを意味す

るわけではない。すなわち、ドイツでは予防接種

が感染症対策の効果的かつ経済的な手段であると

の認識が明確に示され、こうした認識に立って、

予防接種を促進するための公的な政策が推進され

ている。その柱のひとつは、STIKOが勧告した予

防接種を医療保険による給付の対象とすることに

より、医療保険の被保険者が費用負担なしに該当

する予防接種を受けられるようにすることであ

る。もうひとつは、感染症が人の健康に及ぼす影

響や予防接種の効果などに関する啓発・情報提供

などを行うことである。

予防接種の接種率を高めるためにこのような取

り組みが行われているものの、現状においては予

防接種による健康の保護は必ずしも十分な状態に

あるとは言えない。また、このことが麻疹の流行

などにもつながっている。このため、勧告された

予防接種が定められた時期までに接種される率を

高めることにより、感染症から国民の健康を守る

ことが重要な課題となっている。

健康増進・予防強化法案に盛り込まれた感染症

予防法などの改正は、このような課題の解決を目

指すものである。解決策の検討過程においては、

最近における麻疹の流行などを背景として、予防

接種の法的な接種義務を導入することに関しても

議論が行われた23)。しかし、今回の改正は、関係

者の間で大きく議論が対立する接種義務の導入を

目的とするものではなく、あくまでも接種義務が

存在しないことを前提に、予防接種に関する国民

海外社会保障研究 Autumn 2015 No. 192
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の理解を高めることにより接種率の向上を目指す

ものである。その意味では今回の改正も従来から

の政策の基本的方向に沿ったものといえる。

しかし、今回の改正により、従来から行われて

いる国民全体を対象とした一般的な啓発宣伝だけ

でなく、個人が定期的な健康診断を受ける際に医

師により予防接種に関する個別の相談助言が行わ

れることになる。これを通じて、各人の健康状態

などに応じた専門的な相談助言が行われること

は、感染症のリスクや予防接種の効果に対する理

解を高めるとともに、予防接種に対する不安を取

り除くためにより有効な手段になるものと考えら

れる。特に、子供の場合には、この医師による相

談助言が保育施設に入るための条件として位置づ

けられることが、相談助言を受ける割合を高める

効果を持つと考えられる。このことは、親が子供

を保育施設に入れる際に、子供に予防接種を受け

させるかどうかを客観的な情報に基づき判断する

ことができる条件を作り出すことになると期待さ

れる。

もちろん、健康増進・予防強化法は連邦議会で

可決されたばかりであり、同法による今回の改正

が成人の場合も含めて予防接種の接種状況にどの

ような影響を与えることになるのかについては今

後の動向を注視する必要がある。

注

1）予防接種の副作用による健康被害の補償の概要に関

しては、松本（2013 : 25）を参照されたい。

2）例えば、麻疹の予防接種は年間1.89億ユーロ、百日

咳の予防接種は年間4.5億ユーロの治療費用節約効

果を持つと推計されている（Bundestagsdrucksache

16/3100, S. 100）。

3） Infektionsschutzgesetz vom 20. 7. 2000, Bundesgesetzblatt

(BGBl.) I S. 1045.

4）ロベルト・コッホ研究所は、連邦保健省の所管に属

する連邦研究所である。その中心的な責務は、特に

感染症を認識し、予防し、対策を講じることにあり、

保健政策上の決定に必要な科学的知見を提供してい

る。

5）感染症予防法第20条第6項は、重篤な経過をたどる

感染症が発生し、その疫学的な蔓延が予想される場

合には、連邦保健省は連邦参議院の同意を得た法規

命令により、感染の恐れのある人々に対して予防接

種を受けることを命じることができるとしている。

しかし、現在、この法規命令は定められていない。

6）連邦保健省、各州の保健担当省庁、ワクチンなどの

臨床試験及び認可を所掌しているパウル・エールリ

ヒ研究所（Paul-Ehrlich-Institut）及びロベルト・コッ

ホ研究所の代表者もSTIKOの議論に参加することが

できるが、議決権を有しない。

7）データの評価及び勧告の策定は「根拠に基づく医

療」の体系的な手法の重要ポイントに沿って行われ

る。この手法に関しては国内外の専門家との意見交

換も行われている。（RKI 2014a : 1)

8） Empfehlungen der Ständigen Impfkommission (STIKO)

am Robert Koch-Institut/Stand: August 2014,

Epidemiologisches Bulletin, 25. August 2014/Nr. 34, S.

305 ff.

9） Sozialgesetzbuch Fünftes Buch vom 20. 12. 1988, BGBl.

I S. 2477.

10）共同連邦委員会は、連邦保険医協会、ドイツ病院協

会及び疾病金庫連邦中央連合会により設置される委

員会であり、医療保険による診療に関する指針など

を定めることを任務とする。共同連邦委員会の議決

委員会は、中立委員のほか、連邦保険医協会、連邦

保険歯科医協会、ドイツ病院協会及び疾病金庫連邦

中央連合会をそれぞれ代表する委員で構成される。

11）疾病金庫は規約で定めることにより指針で定められ

た予防接種以外の予防接種を自らの費用負担により

実施することも可能とされている。これは、地域的

な特殊性により、特定の地域を対象としてSTIKOの

勧告とは異なる予防接種を実施するような場合を想

定したものである。

12）STIKOの勧告と共同連邦委員会の指針との関係につ

いては、松本（2013 : 29）を参照されたい。

13）Richtlinie des Gemeinsamen Bundesausschusses über

Schutzimpfungen nach§20d Abs. 1 SGB V.

14）職務としてではなく外国に滞在することにより健康

上のリスクが高まるために必要となる予防接種は、

公衆衛生を保護するためにある感染症がドイツに持

ち込まれることを防止することに特別の利益が存在

するのでない限りは、医療保険による給付の対象か

ら除外される。特別の利益が存在する場合の例とし

ては、ポリオのようにドイツで根絶された感染症が

発生している外国の地域への旅行が挙げられる

（Bundestagsdrucksache 16/3100, S. 100）。

15）Bundestagsdrucksache 16/3100, S. 100.

16）連邦健康啓発センターは、連邦保健省の所管に属す

ドイツにおける予防接種政策
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る組織であり、実践的な健康教育の方法と内容に関

する原則及び指針の策定、健康教育・啓発活動に従

事する職員の研修、健康教育・啓発活動の調整・強

化などを任務とする。

17）Bundestagsdrucksache 16/3100, S. 100.

18）前年はバイエルン州とバーデン・ヴュルテンベルク

州で95％を僅かに下回っていた。

19）州ごとにみると、テュービンゲン州とブランデンブ

ルク州で95％を上回っている。

20）ドイツの病院は、入院医療及び救急医療を担当して

おり、通常の外来診療を行っていない。

21）Entwurf eines Gesetzes zur Stärkung der Gesundheitsför-

derung und der Prävention, Bundestagsdrucksache

18/4282.

22）保育施設に対する証明をどのようにして行うかにつ

いては、各州の州法において規定される。複数の方

法によることが想定されており、「予防接種手帳

（Impfpass）」の記載によることや医師による証明書

を提示することなどが考えられる。いくつかの州で

は、現時点においても、医師による相談助言を受け

たことだけでなく、勧告された予防接種を受けたこ

とについての医師の証明書を提出することが義務づ

けられている。今回の改正後も、州がこのような取

り扱いを続けることは認められる。

23）この問題に関しては関係者の中でも大きく意見が分

かれている。（Süddeutsche Zeitung (電子版), “Nach

vermehrten Masern-Fälle. Ruf nach Impfpflicht wird

lauter“，14. Juli 2013)
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（まつもと・かつあき 長崎県立大学教授）
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はじめに

本稿は、中国における予防接種事業の歴史的展

開を、種痘政策を中心に検討するものである。

種痘は、天然痘に対する免疫を獲得させるため

の予防接種であり、1796年、ジェンナー（Edward

Jenner）による牛痘法の考案以来、各国で実施さ

れた。1958年には世界保健機関（WHO）による天

然痘根絶計画により、地球規模での患者の発見と

種痘接種が行われ、1980年、WHOは地球上から天

然痘が根絶されたとの宣言を出した。中国におい

ても、全国的な種痘政策により、1960年代はじめ

以降、天然痘患者は発生していない（中華人民共

和国国家衛生和計画生育委員会2012）。

天然痘が強い免疫性をもつことは、ジェンナー

による牛痘法の考案以前から知られていた。中国

では、その起源については諸説あるものの、明代

末期の16世紀後半には天然痘感染者の膿や瘡を未

感染者に接種する人痘法が行われており、17世紀

半ばには長江以南地域では一定程度知られていた

とされる（余2003；邱2007）。

医療社会史の分野では、天然痘やその予防対策

である種痘法は、天然痘流行に関する記述が多く

見られる明代・清代の時期を中心に、比較的関心

を集めてきたトピックであり、人痘法の起源

中国における予防接種の歴史的展開
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■要約

本稿は明清期から1950年代という長期的時間の中で、種痘がどのように中国社会に普及していったのかを通史的に

検討するものである。中国では17世紀中葉以降、人痘接種が一部の知識階層・上流階層の間で知られていた。19世紀

はじめ、牛痘法が中国へもたらされると、各地で慈善組織などにより牛痘処が陸続と設けられたが、この時期、政府に

より政策的に種痘の普及が行われた形跡は見られない。一方、19世紀半ば以降中国に設けられた租界や租借地では、

行政機関により牛痘接種が政策的に行われた。しかし当局の思惑ほどは受け入れられず、中国人住民の間では旧来の

接種法も根強く実施されていた。20世紀に入ると中国政府による衛生事業の行政化が進展する中で、種痘接種も制度

化されはじめる。1920年代末から40年代、国民政府は乳幼児への接種の義務化、接種者の養成などを行い、都市部で

は種痘の一定程度の普及が図られたが、広大な農村部への普及には至らなかった。1949年に樹立された中華人民共和

国は、農村部をも含めた医療衛生ネットワークの建設、広範な医療人員の動員と基層衛生員の養成・配置などを通し

て、全国レベルで種痘政策を実施した。この間の歴史的過程からは、種痘政策が普及していくまでに、文化慣習、政府

役割、ヒトの移動と管理、都市と農村格差といった様々な課題が存在したことが見てとれる。

■キーワード

種痘、制度化、都市、農村

中国における予防接種の歴史的展開
−種痘政策を中心に−

福士 由紀

特集：予防接種の国際比較
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（Needham1980）、地域社会における天然痘流行の

実態（劉・曹2015）、種痘の普及状況（梁1987；余

2003；邱2007）、清王朝と天然痘・人痘との関わり

（張嘉鳳1996）など、様々な側面が検討されてき

た。また、近代以降に関しても、政府による種痘

政策の制度化や実施過程およびその社会的影響な

どに関して言及されてきた（飯島2000；福士

2010；張泰山2008；李2007）。

本稿では、これら個々の時代・地域における先

行研究を踏まえつつ、明清期から1950年代という

長期的時間の中で、種痘がどのように中国社会に

普及していったのかを通史的に検討することとす

る。

Ⅰ．人痘法とその普及程度

上述のように、中国における人痘法の起源につ

いては定かではない。10〜12世紀はじめの北宋の

時代に峨嵋山の人がはじめた、江西の道士が峨嵋

山での修行中、夢の中にあらわれた神から教えら

れた、明代の嘉靖年間（1522-1566）、ある商人が

航海中に媽祖から伝授されたなど、様々な起源伝

説が伝えられている。だが、医書や地方志など各

種文献の検証により、近年では、明代の隆慶年間

（1567-1572）、安徽の寧国にあらわれたという説

（余2003）や、時期こそ定かではないが、その起源

は江西にあるのではないかという説（邱2007）が

唱えられている。

史料からは、17世紀半ば頃までに、江西、湖南、

湖北、安徽、江蘇、浙江、福建、広東などの中国

南部で人痘法が行われていたことが確認されてい

る。一方、北方への伝播は、1670年代、清朝の康

熙帝が医師を招いて子女に接種させたところ効果

があったことから、皇族や側近、上層階級を中心

に広まったとされる（張嘉鳳1996）。王朝に公認

されたことにより、人痘法は、官による刊行物に

も掲載されることとなり、それまで民間で伝えら

れていた技術は、より広範に知られることとなっ

た。乾隆帝の命により編纂された『医宗金鑑』

（1749年）には、以下の4種の人痘接種方法が記録

されている。①痘衣法：天然痘感染者の衣服を被

接種者に与える、②痘漿法：痘瘡から出る漿液に

ひたした綿を被接種者の鼻につめる、③旱苗法：

かさぶた状になった痘瘡を粉末状にしたものを被

接種者の鼻腔に吹き込む、④水苗法：かさぶた状

になった痘瘡を粉末状にしたものを水に溶き、そ

れをしみ込ませた綿を被接種者の鼻につめる。

『医宗金鑑』では、水苗法が最善、旱苗法が次善と

された（余2003；邸2007）。

では明清時期、人痘接種はどの程度普及してい

たのだろうか。邸仲麟によると、地域と社会階層

による差異があったという。地域的には、南方で

より普及し、北方では相対的に普及程度は高くな

かったとされる。これは両地域の民衆の経済条件

および種痘医の多寡、痘苗の製造や流通に関する

条件において南方が優位であったことによる。西

南や西北地域では、避痘法（天然痘患者を遠ざけ

る方法）が盛行しており、人痘法はあまり普及せ

ず、更に全体として農村に比べ都市でより普及し

ていたという。

社会階層から見ると、経済上・認識上の原因に

より、人痘接種は「士商」など社会上層階層を中

心に広まったとされる。人痘接種は安価な医療技

術というわけではなかった。安徽の徽州府婺源県

の生員・詹元相という人物は、1701年、自分の子

女に人痘を接種した際にかかった費用を日記に記

している。まず痘苗に銀三分、点薬に銀五分、処

置の際に使用する香油・紅布に銀八分、接種場所

の設置とそこでの祈祷に銀四分、ここまでで合計

銀二銭。更に、種痘医への食費・謝礼に銀八銭が

かかったという。当時銀一銭で塩九斤半を購入す

ることができ、銀六銭で米豆一石を購入できた1）

というので、経済的に余裕のない人々にとって

は、人痘接種は決して容易に取り入れられる技術
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ではなかった（邱2007）。

人痘接種にともなう危険性に対する認識も存在

していた。清代の医師・張琰は、8〜9000人に種痘

接種を行い、救えなかったのは20~30人だった2）

と記している（余2003）。その成功率は比較的高

かったものの、上述のように安価ではない上、不

確実性もあったため、人々の間には人痘接種に対

する恐怖感や反対論も存在していた（余2003；邱

2007）。

明清時期、人痘接種の社会への普及に国家や政

府は関与しておらず、強制性はなく、あくまで

人々の任意によるものであった。各地の地方官も

人痘接種を普及させようとした形跡は見られない

という。この時期、人痘接種の効果について刊行

物などを通して宣伝し、広めていたのは、接種技

術をもった医師たちと、一部の知識階層や地域有

力者などの社会上層といった民間の人々であり、

その普及程度は限定的であったと考えられている

（余2003；邱2007）。

Ⅱ．牛痘の伝来と普及

1．牛痘の伝来と牛痘局の設立

牛痘は1805年、ポルトガル商人によってマカオ

へもたらされたことにより中国に伝わった。牛痘

接種を中国で初めて実施したのは、イギリス在広

州領事館の医師・ピアソン（Alexander Pearson）で

ある。上腕部を切開して牛痘苗を接種するこの技

術を広く中国社会に広めたのは、広東の鄭崇謙と

邱熹である。鄭崇謙は、ピアソンから伝えられた

牛痘接種法を中国語訳した『英吉利国新出種痘奇

書』（1805年）を刊行するとともに、自ら牛痘局を

設立し接種技術の教育を行った。邱熹はこの牛痘

局で学び、自らも牛痘局を開設し『引痘略』（1817

年）を刊行し技術の更なる普及に努めた（梁

1987；余2003）。

19世紀前半期、牛痘接種がどの程度普及してい

たのかを量的に把握することは難しい。だが、江

南地域では、1830年代に江蘇・浙江の地方長官で

ある両江総督・陶澍の命令により、牛痘接種を専

門に行う牛痘局が設立されており（梁1987）、1870

年代半ば以降には、江南各地の地方官により、

人々に無料で牛痘接種を施す牛痘局が陸続と設立

されている（余2003）。1875年、当時の上海の様子

を記した葛元煦『滬游雑記』には、「邑廟園の中に

官は牛痘局を設けており、種痘を受けるだけの力

のない貧民が局へ来て施種してもらっている」と

いう記事が見られる（葛元煦1876）。余新忠はこ

の記事から、官が設立した牛痘局が常設でなかっ

た可能性を指摘する。すなわち、時期が限定的で

あるから、その時期に貧しい人々が来るのであっ

て、経済力のある者は金を払って種痘を受けただ

ろうと推測している（余2003）。

こうした官設の牛痘局のほか、善会・善堂と呼

ばれる民間の慈善組織による施種牛痘も広範に行

われていた。善会・善堂は、明末以来、死者の埋

葬、孤老や貧しい寡婦への援助、孤児の収容、無

料の医薬の提供といった「善挙」を行う組織とし

て登場し、地域社会における民生・福祉事業の重

要な担い手であった。牛痘接種もまたこれらの組

織の活動に取り入れられ、実施されていた（梁

2001；小浜1999）。

中国社会において19世紀後半以降、官設・民設

を問わず、多くの牛痘局が設立され、種痘普及が

図られたのは何故だろうか。余新忠は、とりわけ

官設の牛痘局に関して、牛痘が人痘に加え安全性

が高く、有効性が高いなどの利点をもっていたこ

と、「勤政愛民」という伝統思想が背景にあったこ

とをあげている（余2003）。これに加え、牛痘接種

が、人痘接種の際に付き物であった儀式性を有さ

ず簡便であったこと、人痘に比べ痘苗を安定的に

確保できたことなども要因として考えられよう。

19世紀後半、中国社会においては、種痘接種を

政策的に推進する動きは未だあらわれていない。
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上述の官説の牛痘局にせよ、あくまで地方官の個

人的事業であって制度的裏付けがあったわけでは

なく、強制性もなかった（余2003）。だが、19世紀

後半、中国に設けられた外国租界や租借地では、

政策として牛痘接種が行政の一環に組み込まれつ

つあった。

2．上海共同租界における種痘政策

上海共同租界とはいわゆる外国人居留地区であ

る。1842年の南京条約による開港以後、イギリス

領事と清朝地方官との間で結ばれた第一次土地章

程により、イギリス租界が設置された。イギリス

に続き、フランス、アメリカも上海に租界を設け、

アメリカ租界は1863年にイギリス租界と合併し、

共同租界となる。中国人行政地域である華界も含

め、近代期の上海には共同租界、フランス租界、

華界の3つの行政地域が併存していた。外国租界

は当初は中国人の居住を禁じていたが、太平天国

の乱の際、多くの避難民が租界へ流入したことに

より1854年には中国人の居住も認められた。これ

以後、租界の人口は急増し、1855年には2万人あま

りであった人口は、1880年には11万人、1900年に

は35万人、1910年には50万人あまりに増加した

（鄒1980）。

共同租界の市政は、一定の納税額を納めている

外国人居住者による納税者会議（議決機関）、納税

者会議の構成員から選出される董事会（最高行政

機関）、行政執行機関である工部局によって行わ

れていた。納税者会議・董事会はもとより、工部

局の上級職もまた外国人によって占められてい

た。

糞便やゴミ処理の監督、街路の清掃、下水溝の

管理、食品市場の管理といった都市の衛生に関わ

る事柄は、1850年代以来、工部局警察の職掌とし

て行われていたが、その活動は限定的だった。種

痘政策といった住民の習慣・身体に直接関わる領

域に共同租界当局が積極的に関わりだしたのは、

1868年、エドワード・ヘンダーソン（Edward

Henderson）が工部局医官に就任して以後のこと

だった（MacPherson1987;福士2010）。

ヘンダーソンが医官に就任した翌年の1869年末

から1870年にかけて、上海では天然痘の軽微な流

行が見られた（Barton1871）。この流行の最中、ヘ

ンダーソンは共同租界董事会に対し、「上海の天

然痘の発生と蔓延にはかなりの程度、旧来の接種

習慣が関わっており」、「中国での旧来の接種法は

かつてイギリスで行われていた方法よりも危険

で」、「何の衛生上の措置もとられていない狭く入

り組んだ中国の建物内での接種は特に恐ろしい結

果を招くので」、「中国人の安全と我々の利益のた

めに、今こそ租界内での旧来の接種法を禁止」し、

その上で租界当局により種痘ステーションを設立

し、広く中国人に対し無料の接種を行うと同時

に、中国人医師に牛痘苗を用いた腕種法を伝授す

べきだと建議した3）（上海市档案館2001）。

実際、種痘により軽度の天然痘に感染した子供

が、免疫をもたない周囲の人々に感染させる可能

性があるということは、中国社会においても古く

から認識されていた。邱仲麟は、康熙年間（1662-

1722）以後の様々な事例を紹介し、こうした事実

が牛痘推進派による人痘接種批判の論拠となった

と指摘している（邱2007）。

ヘンダーソンによる建議は董事会に容れられ、

董事会は清朝地方官である上海道台に租界内での

旧来の接種法の禁止を発令するよう要請した4)。

これを受けて上海道台は1870年6月初旬までには

租界内での旧来の接種法の実施を禁止した5）よ

うであるが（上海市档案館2001）、この時、どのよ

うな禁止令が出されたのかは、資料的制約により

明らかではない。

こうして、1870年9月、租界当局による種痘ス

テーションが設立された。中国人社会への宣伝も

それなりに行われたが、1870年10月3日、ヘンダー

ソンは以下のように報告している。「連日の暑さ
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のため、今まで種痘を受けに来た人は一人もいな

い。寒い季節が来る前なので、中国人は子どもを

接種に連れてくることを頑なに拒んでいる。彼ら

は依然として肯定的態度を示していないが、私た

ちはさほどがっかりはしていない。なぜなら、夏

季に行う接種が奏功するかどうか断言しがたいか

らだ」6）（上海市档案館2001）。ヘンダーソンの

期待どおり、夏季が過ぎた翌年の1871年3月・4月

には180人の子どもへの接種が行われている

（Jamieson1871）。だが、この後も種痘ステーショ

ンを訪れる中国人は少数であったのだろう。1873

年には、当局は種痘接種を自主的に受ける子ども

に対し銅銭を給付するという方法をとり、488人

の児童に種痘を接種したという（彭善民2007）。

共同租界衛生当局による種痘政策は、当初は期

待したほどの成果をあげることはできなかった

が、種痘ステーションは衛生当局によって常設さ

れ、図1に見られるように、20世紀に入ると、種痘

接種者数は大幅に増加している。これは、1907年

に天然痘の大流行があり共同租界内で800人を超

える死者が出たことにより危機意識が高まったこ

と、中国社会においても種痘接種への認識が広

まったことが要因として考えられよう。だが、ヒ

トの出入りの激しい上海においては、1907年の大

流行以後も天然痘のコントロールは困難であっ

た。1920年代、共同租界当局は子供だけでなく、

租界内の会社企業等で働く労働者に対しても、種

痘を接種するよう商会などを通して強く勧告して

いる (Shanghai Municipal Council Health Dep.

1923）。

3．旧来の種痘法の根強さ

牛痘苗を用いた腕種法が普及していく中で、上

述のように人痘苗を用いた旧来の種痘法を禁止、

排除しようという動きも見られた。にもかかわら

ず、それは中国社会ではかなり根強く実施され続

けた。共同租界では1870年の段階で旧法の禁止令

が出されたが、それは当初から「空文化」してい

中国における予防接種の歴史的展開
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図1　上海共同租界・種痘接種件数と天然痘死亡者数（1903－1921）

出所）Shanghai Municipal Council Report and Budget各年より作成．
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たという（Jamieson1871）。1920年代はじめの共同

租界衛生当局の報告書でも、「少数ではあるが未

だ旧来の方法による接種が行われている」と記さ

れている（Shanghai Municipal Council Health De-

partment1921）。

馬伯英は、1985年、上海市区および浙江省・江

蘇省に住む当時65歳以上の人々653人を対象に各

人の初めての種痘経験に関する回顧調査を行っ

た。調査対象者の出身地は上海、浙江、江蘇、四

川、北京、天津、安徽、山東、陝西、黒竜江、華

北、湖北、江西、貴州と様々で、多くは出身地で

種痘を接種したと記憶していた。653人のうち種

痘を受けたことがない、と答えた者は27人。旧来

の接種法で受けた者は、1985年当時90歳以上のグ

ループ（10人）では60％、80〜89歳のグループ

（111人）では27.93％、70〜79歳のグループ（311

人）では17.04％、65〜69歳のグループ（221人）で

は11.3％であった（馬1991）。調査結果では被調査

者の初めての種痘年齢は明確には示されていない

が、0~5歳程度の乳幼児時期だとすると、被調査

者が種痘を受けたのは1890年代から1920年代以前

であり、1920年代には牛痘を用いた腕種法が浸透

していたものの、依然として旧来の方法も実施さ

れていたことがわかる。

では何故、人々は一部地域では禁止されていた

にもかかわらず、旧来の方法で種痘を受けていた

のだろうか。切開を伴う腕種法への恐怖感、外国

からもたらされた技術・薬品に対する忌避感、腕

種法を実施する技術を持った医療従事者の不足な

ど、様々な要因が考えられよう。

Ⅲ．種痘接種の制度化

1．清末〜民国初期の種痘事業

20世紀に入ると中国社会においても、種痘接種

の制度化が徐々に進められる。

政府が種痘事業に関与しはじめるのは、1905

年、清朝末期の制度改革の中で巡警部が設立さ

れ、その中に衛生分野を担当する衛生司が設けら

れて以後である。衛生司は清道（域内の清潔保持

事業一般）、防疫、食品検査、屠獣の管理、医師・

薬品の管理などを職掌とした。巡警部は1906年、

民政部として改組され、1908年には「巡警道官制」

により、各省に巡警道が設置され、警察行政の一

環として衛生事業が行われることとなる（飯島

2000）。

こうした中で種痘に関する法規も整備されはじ

めた。北京では1910年に「管理種痘規則」が出さ

れている。「管理種痘規則」は、善堂あるいは医師

を問わず凡そ局を開いて牛痘接種を行っている全

ての者に適用される（第1条）規則であり、善堂の

場合、接種場所の所在地・管理者・接種を行う医

師の氏名・経費・価格・痘漿・期日を、医者の場

合は、接種場所の所在地・氏名・価格・痘漿・期

日を巡警官署に届け出ること（第2条）、毎月の種

痘接種に関する報告書を提出すること（第3条）、

発病している小児への種痘接種の禁止（第4条）、

痘苗はできるだけ「新製」のものを使用すべきこ

と（第5条）、痘漿を発症者からとる際には身体を

傷つけてはいけないこと（第6条）、届け出をした

価格以外を要求しないこと（第7条）、巡警による

種痘処の検査を受けること（第8条）が規定されて

おり、これらに違反した場合10日以下5日以上の

拘留、もしくは10元以下5元以上の罰金が科せら

れるものとされた（田涛・郭成偉1996）。この規則

からは、種痘事業を実質的に担っていたのは善堂

などの組織や民間の医師であったが、その領域へ

の政府による関与が進められつつあったことが看

取できる（飯島2000）。また痘苗や接種法に関し

ては、この規則からは明確に牛痘苗を用いた腕種

法が推進されていたわけではないこともわかる。

民間が実質的に種痘事業を担い、政府がそれを

一定程度管理するという体制は、中華民国初期に

おいても基本的には継続したものと考えられる。

海外社会保障研究 Autumn 2015 No. 192
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中華民国北京政府は、衛生行政を担う内務部衛

生司の設置、衛生関連法規の制定など一定程度の

衛生の制度化を進めたが、中央政府の弱体化の中

で、全国的な衛生行政機構としての役割を十分に

果たすことはできなかった。その一方で、中国各

地ではコレラやペストといった感染症の流行を背

景として、それへの効率的対応のためにも、また

中国の近代化・文明化の一環としても、衛生事業

の制度化を行うことの重要性が意識されつつあっ

た（飯島2000）。

北京政府時期、限定的ではあるが、政府が種痘

事業に積極的に関与した形跡はみられる。1917年

の山西・綏遠一帯での肺ペストの流行をきっかけ

として1919年、北京に設立された中央防疫処は、

北京市内の孤児院や育嬰堂、学校、遊民習芸所な

どで広く種痘を実施し、北京市街での種痘の普及

に大きな役割を担った。だが資金不足などによ

り、市郊外の各県への普及にまでは至らなかった

という（飯島2000）。

2．南京国民政府の種痘政策

1927年に樹立された南京国民政府は、全国的衛

生行政網を形成した。南京国民政府は1927年4月、

全国の衛生行政を統括する中央衛生機関として内

務部衛生司（同年10月には衛生部に昇格、1930年

に内政部衛生署として改組）を設け、1928年12月、

「全国衛生行政系統大綱」により、中央の衛生部以

下、各省に衛生処、各特別市および市・県に衛生

局を設置することが規定された（陳明光1996）。

組織整備に加え、各種の衛生法規の整備も行わ

れた。こうした中で、種痘に関する規則である

「種痘条例」が1928年7月、内政部により公布され

ている。「種痘条例」では、出生後3カ月〜1年以内

および6歳〜7歳期の2度種痘を受けること（第2

条）、毎年3月〜5月、9月〜11月に種痘接種を実施

すること（第3条）、上記の時期を逃した者や善感

しなかった者に対しては別に機会を設けること

（第4条）、種痘時期には各市県の衛生行政機関は

種痘局を設け、種痘実施期日の10日前には必要事

項を周知すること（第5条）、天然痘防止のために

特別に種痘を行う場合は、各市県の衛生行政機関

は被接種者の範囲と実施期間を定めること（第6

条）、種痘局は被接種者に種痘証書を発給するこ

と（第7条）、医師が種痘を行った場合、その医師

が種痘証書を発行し、その証書をもつ者は種痘局

で種痘を受けた者と同じと見なすこと（第8条）、

疾病やその他の正当な理由によらず期間内に種痘

を受けなかった者は、第四条による者以外、その

父母、保護者あるいは保育に責任をもつ者は十元

以下の罰金を科せられること（第9条）、種痘局と

医師は種痘記録簿を備え、詳細に種痘状況を記録

し、調査の便宜を図ること（第10条）、種痘局およ

び医師は毎年6月〜12月に被種痘者の氏名、性別、

年齢、籍貫、住所およびその他の関連事項を各市

県の衛生行政機関に報告し、市県の衛生行政機関

は更に民政庁および内政部に報告を行うこと（第

11条）、などの事項が規定された（陳明光1996）。

この「種痘条例」が出された翌年の1929年、衛

生部は「省市種痘伝習所章程」を公布し、各地で

種痘を実施する人員の訓練にも着手している。

「省市種痘伝習所章程」では、省市の衛生行政機関

あるいは公私立病院内に伝習所を設け（第2条）、

20歳〜45歳以下の品行方政で健康で文章読解能力

のある男女を対象に（第5条）、3週間を上限とする

研修を施す（第4条）としている。研修は、講義と

実習から成り、講義では天然痘の感染メカニズム

や免疫原理、種痘接種技術のほか、旧来の方法と

牛痘法との比較などの項目が設けられていた。更

に「本章程施行以前に、旧法による種痘業務を

行っていた者は、本所に入り訓練を受け、訓練満

期後は新法によって種痘を行わなくてはならな

い」（第10条）として、旧来の種痘法を行っていた

者を再教育して種痘の普及に利用しようとしてい

た（陳明光1996）。

中国における予防接種の歴史的展開
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こうした種痘接種の制度化、人員訓練、中央防

疫処により製造される痘苗の政府機関・病院など

への安価での提供、全国的な医師会を通じての医

師への通達、各地の政府機関を動員した宣伝活動

などが行われ、1937年までの南京国民政府期、各

地で種痘実施件数は大きく増加した（張泰山

2008）。

表1は、1930年代の上海特別市、上海共同租界、

北京市の種痘実施件数を示している。上海特別市

および上海共同租界では、1930年代、国際連盟に

よる南京国民政府への衛生事業援助プログラムの

一環として種痘およびコレラ予防注射の接種キャ

ンペーンが展開されており（福士2010）、衛生行政

機関や市内の公私病院での無料接種の他、移動接

種隊により市内各所で接種が実施されたため、数

多くの市民への接種が行われた。また、他地域で

も、広州市では1937年・38年には159,638人（人口

の25％程度）、湖南省では1934〜38年の5年間でお

よそ30万人が接種を受けたという（張泰山2008）。

だが、この時期、種痘の普及は都市部を中心と

したものであったと考えられる。広大な農村部に

関しては、後述のような一部の衛生実験区を除い

て、普及は困難であったことが推測される。

3．農村部への普及問題

南京国民政府による種痘政策は、政府衛生行政

機関が大きな役割を果たすものとしてデザインさ

れていたが、1930年代、県以下の農村部では政府

による医療衛生機構が設立された地域はわずかで

あった。表2は、1936年段階での政府による県レ

ベルの医療衛生機構の数を示している。1936年当

時、16省1098県のうち、県レベルの医療衛生機構

が設立されていたのはわずかに181県であり、地

域的にも差があった。表2からは他省に比べ江西

省に多くの機構が設けられていることがわかる

が、これは政治的理由による。江西省は1920年代

末から30年代初め、中国共産党が革命根拠地（後

にソビエト政府）を置いた地域であったが、1934

年、国民党による第五次囲剿作戦により国民政府

支配下に入った地域である。それ故に地域住民の

指示を取り付けるため、他地域に比べ中央政府か

らの財政的・技術的援助が行われ、多くの県レベ

ルの医療衛生機構が設けられた（Yip1995）。

多くの農村地域では、地域住民の健康状態に関

与する医務人員や医療衛生機構が不足・欠如して

おり、種痘の普及は都市部に比べると遅々たるも

のであったと考えられる。1936年、国民政府衛生

署は、「牛痘が中国にもたらされたのは100年以上

前のことであるが、天然痘は未だ主要な死因と

なっている…農民への予防接種による免疫付与は

困難な事業である。ある地域では人口の10％に種

痘を接種するのに5年を費やした」（League of

海外社会保障研究 Autumn 2015 No. 192
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出所）上海市衛生局（1938）『上海市衛生局十年来之公共衛生』28頁、Shanghai Municipal Council Report and Budget各年、

張泰山（2008）205頁より作成。―はデータ未入手。
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Nations1937）と記している。

ただし例外的な地域も存在した。1920年代から

30年代、一部の地域に設立された農村衛生実験

区7）では、比較的広範な種痘接種が行われたこと

が報告されている。河北省定県衛生実験区では、

1930年〜34年の4年間で、対象地域住民44,190人に

対し、24,699件の種痘接種が行われている。だが、

こうした地域でも天然痘や種痘接種に対する住民

の理解の欠如、村々への交通の便の悪さ、種痘接

種事業に携わる人員・組織の脆弱性などといった

困難は存在し、種痘接種を逃れようと子どもを天

井に隠す女性や、また時には、村には「天然痘の

神」がいるので種痘接種の必要はないと主張する

老人なども見られたという（Chen and Li 1934）。

Ⅳ．戦中戦後の天然痘の流行と中国共産党

による1950年代の種痘政策

1．戦中戦後の天然痘流行と種痘政策

1937年、盧溝橋事件により日本は中国へ本格的

に軍事侵攻をはじめ、7月末には天津・北京を陥

れ、8月には上海など華中への攻撃を開始した。

上海戦において大きな消耗を受けた国民政府は、

11月、政府を長江上流の四川省重慶へと移転し

た。

戦区となった地域の住民の中には、より安全な

地域を求めて省内あるいは省外へと移動する者も

多く、9500万人以上の人が難民化あるいは流動人

口化したとも言われている（張根福2006）。こう

した人の移動の激化が感染症のコントロールを困

難にした可能性はおおいに考えられる。1937年か

ら47年、8万人以上の天然痘感染者、1万人以上の

死亡者が出たという（張泰山2008）。

重慶へ移転した国民政府は、1944年、新たに

「種痘条例」を公布し、1歳以内、5〜6歳期、11〜12

歳期に義務接種を受けること（第2条）、春季・秋

季に戸別調査を行い、地域の病院・開業医師・看

護師・助産師が接種を行うこと、保甲長は衛生機

関の調査に対し責任を負い、管轄下の住民が種痘

を受けるよう督促すること、病院・開業医師・看

護師・助産師は衛生機関からの委託を拒絶するこ

とはできないこと（第3条）、幼稚園・国民学校お

よび中学校では入学生・在学生に対し種痘接種歴

を調査し、未接種者に接種すること（第4条）など

を規定した。この規定からは、1928年と比べ、接

種者の父母や保護者だけではなく、地域社会（保

甲）、学校などをも含め全社会的に種痘政策を推

進すること、また民間の医療従事者の動員が強化

されていることがわかるが、日中戦争期、各地域

でどの程度種痘が実施されたのかの実態は、現在

のところ史料的制約により明らかではない。

戦後内戦期もヒトの移動の活発化の中で、天然

痘の流行が各地で見られた。上海では、1946年か

ら48年の3年間、それぞれ666人、1,735人、980人の

天然痘患者が記録されている（福士2010）。1945

年秋から46年春にかけての流行の中で、上海市政

府衛生当局は、上海から外地へ向かう船客への種

痘接種の義務づけ、市民への無料接種の強化、宣

伝、市立小中学校での強制接種を行っている（上

中国における予防接種の歴史的展開
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海市衛生局1946）。

2．1950年代の種痘政策

以上のように1920年代末以来、中国では全国的

な種痘接種を政策として実施することが志向され

ており、一部地域では一定程度の種痘接種が普及

していたが、農村部をも含めた全国的な普及には

至らなかった。1949年に樹立された中華人民共和

国は、「面向工農兵（労働者・農民・兵士に目を向

ける）」、「予防為主（予防を主とする）」、「団結中

西医（中国伝統医学・西洋医学の団結）」の原則の

下（張学文1953）、農村部をも含めた医療衛生ネッ

トワークの建設、広範な医療人員の動員と基層衛

生員の養成、大衆を動員した衛生運動などを通し

て、全国レベルでの天然痘のコントロールに乗り

出した。

李洪河による1980年代に出版された各地の『衛

生志』における天然痘流行状況に関する記述の調

査によると、北京市では1950年下半期、山西省で

は1953年、湖南省では1955年、広西省では1953年、

山東省では1953年、上海市では1951年7月、江蘇省

では1954年、江西省では1954年、福建省では1953

年以後、天然痘感染者は発生しておらず、このほ

かの地域でも1950年代後半には天然痘患者は見ら

れなくなったという（李洪河2007）。

具体的な種痘政策の実施過程をいくつかの地域

について見てみよう。中央人民政府衛生部は1950

年10月「種痘暫行条例」を出し、中国境内の居民

は、国籍を問わず、均しく種痘接種を受けること、

生後6か月以内、満6歳、12歳、18歳の4度の義務接

種、天然痘流行地域および隣接地域では、あらゆ

る住民に対して接種を行うこと、などを定めた

（李洪河2007）。

これを受け、上海市では全市各区内の難民、棚

戸（バラック小屋居住者）、貧しい労働者層が集ま

る場所で重点的に種痘接種を行うと同時に、40歳

以下の市民で1950年内に接種した証明書を所持し

ていない者全てに対して接種を行うことを計画し

た（李洪河2007）。1951年1月、上海市衛生局は

「種痘実施辦法」を公布し、開業医師・医学校の学

生などを含む7000人近い医療関係者を動員し、市

内1319か所の固定種痘ステーション、1836組の移

動種痘隊を組織し、各戸検査、未接種者への接種

を行い、接種対象者の95％以上への接種を実現し

たという（上海衛生志編纂委員会1998）。また北

京市でも同時期、全市71万人への接種が行われた

（李洪河2007）。

この時期、農村部でも農村基層衛生機構の組織

づくりと同時進行で、住民への大規模な種痘政策

が実施されている。1950年8月、全国衛生工作会

議において「関於健全和発展全国衛生基層組織的

工作」が通過し、各地方政府は県に衛生院、郷に

衛生所、村に衛生員を置くことが規定された（張

学文1953）。各地での農村基層衛生組織の設立状

況は、当該地域の社会経済的条件、それまでに

あった医療資源状況により多様であったと考えら

れる8)。以下では雲南省大理地区の事例を見てみ

よう9)。

雲南省大理地区では、農村基層衛生機構の組

織、人員訓練は土地改革と同時に進められた。

1951年雲南省政府は「雲南省土地改革実施辦法」

を公布し、土地改革工作隊を組織して各地域での

土地改革を主導させることを定めた。この土地改

革工作隊の中には、衛生工作隊という組織が設け

られ、土地改革工作隊と同道し、工作隊隊員の健

康管理だけでなく、地域の感染症への対策、治療、

衛生宣伝、基層衛生人員の訓練、基層衛生組織の

設立を行うものとされた。大理地区の衛生工作隊

の場合、のべ500人弱の衛生工作隊が組織され、四

期に分けて大理地区の各県に派遣された。衛生工

作隊の中には、衛生行政人員のほか、各県の県城

などで開業する多くの開業医療従事者（西洋医・

中国伝統医・薬剤師など）が含まれていた。彼ら

の農村での衛生工作への動員は、「衛生人員は反
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動統治時期の搾取階級の毒素に浸蝕されているの

で、彼らに農村における実際の反封建闘争の現場

を経験させることは、改造の一つの機会となる」

としてとらえられていた（大理自治州档案館153-

1-4）。

衛生工作隊は、各県の村々を回る中で、住民に

対する種痘接種を行った。1952年、大理地区祥雲

県では住民195,709人中35,748人、蒙化県の一部で

は住民16,756人中13,580人に対し種痘接種が行わ

れている（大理自治州档案館 153-1-4）。また、

1953年には雲龍・漾濞・鄧川などの各県で106,411

人が種痘接種を受けた（大理自治州档案館153-1-

7）。

農村住民への種痘接種は、地元の住民に短期間

の訓練を施し村レベルの衛生員・接生員（助産

員）・防疫員とする基層衛生人員の教育と結び付

けて展開された。1951年から53年、大理地区では

2,042人の衛生員、2,353人の接生員、2,180人の防

疫員が養成されている。各県ごとに養成人員数に

は差が見られるものの、例えば祥雲県には当該時

期、74の郷、472の自然村が存在していた。祥雲県

で養成された基層衛生人員は449人であり（大理

州档案館153-1-4, 153-1-7）、全ての自然村に1人の

基層衛生人員が置かれたというわけではないよう

ではある。だが相当程度の地域をカバー可能な人

員がこの時期に既に養成されていた。

基層衛生人員は、種痘をはじめとする予防接種

を地域住民に対し実施するものであった。1957年

に刊行された農村衛生員のためのパンフレット

『農村衛生工作者手冊』には、牛痘ワクチンのほ

か、コレラ、腸チフス、赤痢、結核、百日咳、ジ

フテリア、破傷風などに対する予防接種の接種方

法、初接種時期、再接種間隔、免疫保持期間など

の一覧表が掲載されている（呉元章ほか1957）。

種痘以外のこれらのワクチンが、改革開放以前、

全国的にどの程度の普及が図られたのは定かでは

ない。だが、「60年代末以降、接種対象に対し計画

的に接種を行う試験区が設けられた」（黄永昌

1994）とされていることから、地域的に限定され

たものであったのかもしれない。だが種痘政策に

関していえば、地域住民を把握し接種を施す基層

衛生人員の存在は、政策の全国的普及に一定程度

の効力を発揮したものと考えられる。

おわりに

以上、本稿では明清期から1950年代までの種痘

普及の歴史的展開について述べてきた。

この間の歴史的過程からは、種痘政策が普及し

ていくまでに、文化慣習、政府役割、ヒトの移動

と管理、都市と農村格差といった様々な問題が

あったことが見てとれる。これらの問題は中国独

自のものというよりは、軽重の違いはあれども、

多くの国や地域においても歴史的に見られたもの

であろう。これらにどのように対応していったの

かによって、各国各地域の予防接種政策や医療衛

生制度の特徴がより鮮明に見えてこよう。また、

これらの問題のいくつかは今日にも通底するもの

でもある。改革開放以後、中国では児童に対する

計画免疫が進められ、百日咳・ジフテリア・破傷

風、結核、ポリオ、麻疹ワクチンの接種が行われ

た。2002年にはこれにB型肝炎ワクチンが加わ

り、2008年以降は「拡大免疫規画」により12種の

感染症に対する予防注射が行われている。だが

1980〜90年代には、農村医療システムの崩壊にと

もなう農村医療サービスの質量の低下により都

市・農村間での接種率の格差が見られ（飯島・澤

田2010；大谷2007；聨合国児童基金会2010）、また

近年においては流動児童の低予防接種率が問題化

されている（王淑梅2015）。

本研究の一部は、科研費・基盤研究C（26350371）

の助成を受けたものである。
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注

1）清・詹元相『畏齋日記』（康熙40年12月初4、初5、27

日、康熙40年11月11日）の記述。邱仲麟（2007）491

頁より引用。

2）清・張琰『種痘新書』巻2の記述。余新忠（2003）244

頁より引用。

3）上海市档案館（2001）『工部局董事会会議録』上海古

籍出版社、第4冊、23−27頁、ヘンダーソンから董事

会宛て書信（1870年1月24日）。

4）『工部局董事会会議録』第4冊、65頁（1870年4月5

日）。

5）『工部局董事会会議録』第4冊、106頁（1870年6月6

日）。

6）『工部局董事会会議録』第4冊、213頁（1870年10月

3日）。

7） 1934年時点で全国に17ヶ所の実験区があったとされ

る。内訳は河北省（定県、宛平県）、北平市（西山）、

山東省（歴城）、安徽省（和県）、江蘇省（粛県、塩

城、泰県、句容、江寧県湯山、江寧県江寧城）、上海

（呉淞、高橋、江湾）、浙江省（呉興、武康）、広東省

（広州））（Li1935）

8） 1950年代以降の農村基層衛生の各地における歴史的

実態に関しては、これまであまり検討されてこな

かった。近年Xiaoping Fangによる浙江省の事例研究

が発表されるなど、地域での実態が徐々に解明され

つつある。

9）本稿で用いた雲南省の地方衛生档案は、総合地球環

境学研究所「熱帯アジアの環境変化と感染症プロ

ジェクト」（2008-2012）の一環として、上海交通大

学（李玉尚教授）、雲南大学（周琼教授）、雲南開発

與発展研究会（張開寧教授）の協力により収集した

ものである。
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はじめに

韓国では、急速に高齢化が進んでいる。それに

合わせて認知症患者も増えている。韓国では日本

と同様に家族が介護を行う習慣があるため、認知

症患者を抱える家族の介護負担感の問題が少しず

つ出てきている。介護していた認知症患者を殺害

し、介護者も自殺する事件も発生している。そう

した中、韓国政府は2012年に発表した「第二次国

家認知症管理総合計画」を元にして認知症対策を

進めており、認知症患者の家族介護者の負担感の

軽減策を構築しつつある。

韓国は、医療と介護制度の設計において日本の

影響を強く受けており、①国民皆保険制度、②患

者が自由に医療機関を選択できるフリーアクセス

制、③民間病院を中心とした医療提供体制、④要

介護認定制度をベースとした介護保険制度など日

本と共通する点は多い（Inoue, et al., 2013）。他方

で、近年では①保険者の一元化や医療や介護領域

でのIT化の整備による効率的な運営や、②医療領

域のビッグデータの構築など日本より先行してい

る面もある。

そこで、本稿では、急速に高齢化が進み、認知

症患者が増えている韓国における認知症対策およ

び家族介護者支援に関する現状と課題について考

察するとともに、日本への示唆点を探索した。

Ⅰ．韓国における認知症関連施策の現状

1．高齢者数と認知症患者の推移

韓国では急速に高齢化が進んでおり、認知症患

者も増えている。2008年に501万人であった高齢

者人口は、2012年には580万人（高齢化率11.8％）

にまで増え、4年間で17.4％増加した。他方で、そ

の間に認知症と診断された患者数は、26.8％

（2008年421,000人から2012年534,000人）増加して

おり、2025年には100万人を超えると予測されて

いる（表1）。
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韓国における認知症対策および

家族介護者支援の取り組みの現状と課題

鄭 丞媛、井上 祐介、趙 恩暻、斎藤 民

動 向

5,3575,01665歳以上人口（千人）

2012年2010年2008年

8.4認知症有病率（％）

2025年

出所：ソウル大学病院、2009、2008年全国認知症有病率調査、統計庁、2010、2010年人口センサス

表1 韓国における認知症患者の増加推移と予測

794

8,084

2020年

10.0

1,033

10,331

9.18.8

53446942165歳以上認知症患者数（千人）

5,800

9.8
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2．認知症患者への対応状況

2010年に認知症と診断された患者は約47万人で

あるが、そのうち、実際に認知症の治療を受けた

人は約26万人（56％）にとどまっている。治療を

受けていない21万人（44％）の実態は把握できて

いない（保健福祉部、2012）。その背景には、①認

知症専門の医療機関や介護施設の不足と、②認知

症患者のうち、日本の介護保険制度に当たる「老

人長期療養保険制度」が利用できない者が少なく

ないことが挙げられる。

2008年に老人長期療養保険制度が導入され、デ

イケアセンターや夜間保護センター（日本の

ショートステイに相当）などの施設が増えたが、

認知症患者向けのプログラムを実施している施設

は不足している。2011年基準で、全国老人福祉施

設4,469ヶ所のうち、認知症患者向けのデイケアセ

ンターや夜間保護センターは1,320ヶ所ある。し

かし、利用者ベースで見ると、老人福祉施設利用

者全体113,451人のうち、認知症患者の利用は

7,600人（全体の6.7％）にとどまっている（保健福

祉部、2012）。

また、認知症患者に対する老人長期療養保険制

度の問題点として、要介護認定の基準が日常生活

動作（ADL：Activity of Daily Living）を中心に構成

されており、韓国は日本に比べ要介護認定される

基準が厳しくなっている（2014年6月まで最も軽

度の3等級で日本の要介護2に相当）。そのため、

認知症患者のうち、身体機能が低下していない者

は、老人長期療養保険制度の要介護認定されない

ケースが発生していた。その数は2011年で約2万2

千人いるとされた（保健福祉部、2012）。そこで、

保健福祉部（日本の厚生労働省に当たる）は2014

年7月から認知症患者向けの特別等級を新たに設

けて対応を進めている。

3．認知症管理総合計画の概要

認知症患者が増える中で、韓国政府は2008年9

月に「認知症との戦争」を発表し、これまでに保

健福祉部は「国家認知症管理総合計画」を二度策

定している。2011年8月には「認知症管理法」を制

定し、2012年5月には認知症のコントロールタ

ワーの機能を持たせた中央認知症センターとして

盆唐（ブンダン）1）ソウル大学病院を指定した。

現在は2012年に作成された「第二次国家認知症管

理総合計画」を元にインフラやサービスの整備、

専門人材の育成等が進められている。

この計画の目標には、①認知症の予防―発見―

治療―管理のための体系的な基盤整備、②認知症

患者とその家族のQOL（Quality of Life）の向上、

③認知症に関する正しい理解と社会的関心を高め

ることが明記されている。具体的な推進課題とし

ては、①認知症の検診・診断：認知症の早期発見

および予防の強化、②認知症の治療・管理の強

化：治療の支援、家族介護者の支援、認知症拠点

病院の指定・運営、③インフラの拡大：認知症管

理体制の確立、認知症患者総合データベースの強

化、専門人材の育成等、④家族支援および社会的

コミュニケーションの拡大：認知症に関する情報

提供、相談業務の強化が挙げられている。

4．認知症管理体制

認知症管理体制は、全体を統括する中央認知症

センターと、地域ごとに設置された圏域認知症セ

ンターから成る。中央認知症センターは、認知症

に関する統計、人材管理、教育プログラム開発、

研究開発等、全体を統括する機能を持ち、認知症

の予防・診断・治療に関する全ての業務を管轄す

るコントロールタワーとしての役割を担ってい

る。

地域における認知症管理体制は、圏域認知症セ

ンターが中心機関となり、地域に合ったサービス

モデルを開発し、提供している。圏域認知症セン

ターは、2012年に4か所が設置され、2014年には

11ヶ所にまで増えた（図1）。圏域認知症センター

韓国における認知症対策および家族介護者支援の取り組みの現状と課題
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図1　韓国における認知症管理体制

江原大学病院
（江原地域）

慶北大学病院（大邱地域）

東国大学慶州病院
（慶北地域）

東亜大学病院（釜山地域）

忠北大学病院（忠北地域）

忠南大学病院（大田地域）

ソウル圏域認知症センター
（ソウル地域）

中央認知症センター
盆唐ソウル大学病院

嘉泉大学病院（仁川地域）

京畿道圏域認知症センター
（京畿地域）

全北大学病院（全北地域）

檀國大学病院（忠南地域）

図2　地域認知症センター運営モデル

出所：保健福祉部，2012，国家認知症管理総合計画．

地域認知症センターモデル
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では、認知症の予防・診断・治療および、地域の

病院や高齢者施設、療養施設（介護施設）、警察や

消防、行政、保健所などとも連携し、認知症の検

診、相談業務、失踪した認知症患者の捜索、家族

介護者支援などが行われている（図2）。

Ⅱ．韓国における認知症家族介護者

への支援

1．家族介護者支援サービス施策

韓国における認知症家族介護者支援サービスと

して、①認知症に関する情報の提供、②相談コー

ルセンターの設置、③家族介護者に対する教育、

④認知症患者の失踪対策と、失踪した認知症患者

とその家族への救済、⑤家族介護者に対するレス

パイトケアがある。

国民の間で認知症に関する情報が不足している

ことから、保健福祉部は、認知症情報365（http://

www.edementia.or.kr/main/mainStart）というウェブ

サイトを開設し、そこで認知症に関する情報を提

供している。

認知症に関する相談サービスとして、認知症相

談コールセンターを設けており、局番なしの

1899-9988にかければ、24時間365日年中無休で相

談を受けられる。コールセンターの職員は、認知

症患者への対応経験のある看護師、社会福祉士、

臨床心理士などで構成されている。また、保健所

に設けられている「認知症相談センター」などで

は、認知症患者の家族会を運営（全国140ヶ所）し

ている。

また、認知症相談センターなどでは家族介護者

に対する教育サービスを提供している。教育は韓

国認知症協会が管轄し、1回90分の6回コースから

成るサービスを提供しており、主として、介護ス

トレスや介護負担の対処法について学ぶことを目

的としている。

2013年からは、認知症患者の徘徊対策として、

GPS追跡装置を老人長期療養保険の福祉用具貸与

品として利用可能とした。また、失踪した認知症

患者の家族への支援として、相談サービス、TVや

インターネットでの失踪者情報の提供、全国の老

人福祉施設への失踪者の顔写真を含んだ情報提供

などを行っている。

しかし、認知症患者やその家族への直接的な

サービスはまだまだ不足している。そこで、2014

年7月からは認知症患者の家族介護者に対するレ

スパイトケアのサービスを開始した。このサービ

スにより認知症患者は年に1回、2−3日間、短期入

所施設（ショートステイ）を無料で利用できるよ

うになった。

2．認知症患者徘徊・行方不明者対策

韓国では2013年に認知症患者の失踪申告者は約

8,000人であると報道され、社会問題として取り上

げられつつある。こうした中で、韓国では認知症

患者総合データベース構築および認知症患者写

真、認識票等、認知症患者に関する登録情報の補

強を通して失踪予防等の安全管理の手段として活

用する（保健福祉部、第2次認知症管理に関する総

合計画（2013-2015））ことが提起された。2011年

より運用されている韓国警察庁の「安全DREAM

−児童・女性・障害者警察支援センター」は、当

初、児童、女性、障害者が行方不明になった場合

に、事前に警察庁に登録していた指紋や顔写真、

その他の個人情報を活用して行方不明者を発見す

るシステムである。2013年よりこのシステムに認

知症患者を含めることになった。2014年末の時点

で、指紋の事前登録を行った認知症患者は68,187

人で、認知症患者全体（約47万人）の約14.5％に過

ぎないが、認知症患者の徘徊・行方不明者対策の

一環として「認知症患者の事前指紋登録」キャン

ペーンを全国で行っている。このシステムによっ

て24時間以内に発見された認知症患者の事例が発

表されており、警察庁は引き続きこのシステムの

韓国における認知症対策および家族介護者支援の取り組みの現状と課題
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広報活動や老人福祉施設などにおいて指紋登録を

進めている。

3．認知症患者の家族介護支援の事例と課題

地域別の認知症患者の家族介護支援の事例とし

て、仁川市では、2014年から認知症の家族介護者

25人を対象にした支援プログラム「くつろぎの空

間（休・識・共・看）」を提供している。このプロ

グラムでは、週に2回ずつ、計12回にわたって認知

症に関する知識や、ストレス・マネジメントなど

について学ぶことを目的としている。釜山市で

は、認知症家族支援プログラムとして、認知症患

者家族のうち、50から60程度の家族を対象とし、

認知症患者のケアの方法やストレス対処の方法、

心理治療などを行い、グループ別のミーティング

での討論、認知症患者と同行する家族旅行を支援

している。

しかし、家族介護者支援については、実際に家

族介護者に役立っているのかの検証は不十分な状

況である。また、財政的な負担と専門人材の不足

が問題となっている。それらに起因して、都市部

とそれ以外の地域との間でサービス提供体制や

サービス内容に格差が生じており、都市部以外の

地域の認知症センターなどは本来想定していた機

能を果たせていない状況である。

2013年12月から24時間「認知症相談コールセン

ター」を実施しているが、これが認知症の治療や

サービスの利用への連携や、家族介護者のストレ

スの軽減に寄与しているのかなどについて、その

効果の検証は行われていない。韓国では核家族化

の進行によって介護力が低下しており、その分、

家族介護者の負担も大きくなっている。認知症患

者の60％が家族の介護を受けているが、そのうち

の半数は介護者が1人（配偶者40％、息子の妻

17％）で介護を全て担っている状況である（保健

福祉部、2012）。介護ストレスを元にした介護殺

人や自殺が発生しており、認知症の予防・診断・

治療だけでなく、家族介護者へのより多くの支援

も必要となっている。

おわりに

韓国は、日本に比べてスピーディー且つ大胆な

改革や制度設計を行う傾向がある。高齢者数と認

知症患者が急増しており、認知症の家族介護者の

問題も少しずつ大きくなっているのに合わせて、

認知症関連の施策が急速に施行されている。韓国

政府は2008年に「認知症との戦争」を発表し、

2012年には「第二次国家認知症管理総合計画」を

策定した。今はそれを元にインフラやサービスの

整備、専門人材の育成等を進めている。しかし、

施策がスピーディーに打ち出される反面、課題も

抱えている。

韓国では全人口の約半数がソウル市とその周辺

に集中しているなど、都市部に人口が集中する傾

向が強い。そのため、財政や専門人材も都市部と

それ以外との間に差が出ている。地域間の格差

は、他の施策と同様に家族介護者支援のサービス

の提供体制の構築状況においても出てきており、

地域間のインフラやサービス提供の格差を解消す

るため、都市部以外の地域に対する財政支援や専

門人材の配置を進めていく必要がある。また、家

族介護者支援の効果の検証も不十分である。

韓国から日本への示唆点として、①認知症の失

踪者対策と、②大規模なデータベースを用いた認

知症施策の構築が挙げられる。警察庁によると

2012年に日本では認知症患者の行方不明者が約1

万人いるとされるなど、行方不明者の問題が明る

みになってきた。失踪した認知症患者の身元が分

からぬまま長期間介護施設で保護されたり、事故

に巻き込まれて死亡したり、列車事故によって家

族介護者に損害賠償を命じる判決が出ている。韓

国では、徘徊する認知症患者にGPSを装着させた

り、失踪した認知症患者の家族に対する相談サー
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ビス、TVやインターネットでの失踪者情報の提

供、全国の老人福祉施設への失踪者の情報提供な

どを行っており、失踪を防いだり、事前指紋登録

等を通して失踪しても早期に発見できる仕組みを

整備しつつある。また、韓国では、保険者が一元

化されており、患者のレセプトデータや要介護認

定データを一箇所に集めて、そのデータの分析を

通して政策立案や制度の設計に結びつけている。

認知症関連でも認知症患者総合データベースを構

築し、今後の制度設計に役立てる予定である。こ

うした点について、今後の動向を追うことで、日

本への示唆点がより得られる可能性があると思わ

れる。
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1.本書の意図

わが国の社会保障制度は戦前にその萌芽を持つ

が、戦後「揺りかごから墓場まで」国民生活の安

定・保障をうたったイギリス社会保障体制に刺激

を受け、イギリスが社会保険方式を中心としてい

たこともあって、戦後の社会保障は社会保険制度

を中心に構築されてきた。それは当時としてはや

むを得ざる選択であったが、結果的にはよりよい

途を選んだといって誤りではない―1995（平成7）

年の社会保障制度審議会は「社会保障体制の再構

築（勧告）」の中でこう述べている。

社会保障制度が法に根拠を持つ制度である以

上、政策決定方法はドメスティックなものになら

ざるを得ない。ただ、制度を支える理念なり制度

設計を構想する際、海外の政策をじっくり検討す

ることはきわめて有益である。英国は社会保障政

策―英国の文脈でそれは所得保障を意味する―に

おいてこれまで幾度となく参照の対象とされてき

た。ところが英国の所得保障政策の分析は、個別

分野を断片的に紹介するものに止まったり、制度

を支える社会経済情勢について十分な配慮ができ

ないものがあった。本書は、英国での滞在経験と

行政官としての経験に裏打ちされた、「できるだ

け主要な事実を丹念に拾い上げる」（はしがき）こ

とによって英国の政策状況を的確に炙り出した労

作である。英国研究者による研究文献、政府によ

る白書・政策提言書、省庁の報告書はもちろんの

こと、与野党のマニフェストに至る膨大な一次資

料を丁寧に分析し、問題状況を正確に把握し、政

策議論状況の中で特定の政策を適切に位置づけて

紹介する研究スタイルは賞賛に値するものであ

る。

海外政策研究は、特定国の政策状況を正確且つ

適切に紹介することが最低限必要である。読者は

日本の政策動向における問題関心から海外の政策

を学ぼうとし、何らかの示唆を得ようと期待す

る。そうすると執筆者の意図と読者の意図とが乖

離してしまうことがある。本書はその点に配慮し

つつ英国の所得保障政策の潮流について就労を軸

にして詳らかにしようとしているが、この試みが

成功しているのかという点が問われることにな

る。

以下では本書の内容について紹介を行った後、

英国の所得保障を法律学で研究する者としての印

象を述べることにする。言うまでもなくこの書評

は評者の印象に止まるのであり、筆者の意図を誤

解したり理解していない点が多々含まれ、誤りは

評者に帰責する。

2.本書の構成と内容

包括的な海外の所得保障政策研究を行う場合、
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史的研究、社会保険や公的扶助といった制度別研

究、そして本書が採用するような稼働能力者や高

齢者、障害者といった対象者類型別の研究手法が

考えられよう。もっとも、所得保障政策の史的研

究は、所得保障財源構成をいかにデザインしつ

つ、いかにして対象者類型を取り巻く社会環境の

変化に対応してきたか、という視点が不可欠であ

る。その限りで対象者類型と無縁ではあり得な

い。同様に、制度別類型による政策研究も、特定

の給付対象者から制度を見た場合には各種の複雑

な制度構造の相互関係がわかりにくくなってしま

うという欠点を持つ。とりわけ、英国の所得保障

は、ある給付対象者に対して社会保険と公的扶

助、社会手当と給付付税額控除といった多様な給

付類型が用意されていることから、それらの関係

が複雑になりがちである。したがって、本書が英

国所得保障制度を把握するために給付対象者別に

論じる研究方法を採用するのは、英国所得保障研

究のいわば必然でもある。

筆者は類型化の意義につき、就労を軸とした政

策指向が具体的にどのように所得保障政策の中に

現れているかという政策実体面に着目したことに

その理由を求めている。注目すべきはこの場合の

「就労」の位置である。わが国においては所得保

障政策における就労の位置につき、就労できる者

は就労による収入で、就労できない者には所得保

障で、といった二分論的に把握されることが多

い。しかし、英国では就労阻害要因を有していて

も「できる」ことに着目して就労等への可能性を

拓いていこうという発想（はしがき）に立脚して

おり、所得保障制度もその限りで機能することに

なる。本書では就労することが「できる」者の類

型化によって章を構成していることが特徴的であ

る。従来の所得保障政策研究は、対象者の所得保

障ニーズに応じて類型化を図ってきたのに対し、

本書は一見類似しているように見えるものの、特

色ある類型化がなされているものといえる。

このように、本書は就労に向かう類型ごとに章

を構成するが、第1章「英国所得保障政策の俯瞰」

は本書の総論的意義付けであり、類型化の例外で

ある。英国の所得保障がベヴァリッジ報告以降社

会保険制度を中核とし、その周辺に定型的ニード

に対する社会手当、所得・資産調査に基づくミー

ンズ・テスト方式の給付、税クレジット（給付付

税額控除）といった多様な制度を配置する多元的

な制度で構成されてきた。筆者は、ヒルズ（Hills,

J., 1998）の議論に立脚し、英国の所得保障政策を

めぐる議論を①公共支出の削減、②民間分門の活

用、③選別主義化、④社会保険原理の希薄化、⑤

所得の不平等（格差）、⑥就労指向の所得保障とい

う視点で、サッチャー政権（1980年代）以降の英

国所得保障政策を俯瞰する。1997年のブレア労働

党政権が「『福祉』か『就労』かではなく、いわば

『福祉も就労も』という『第三の道』を目指してい

た」と指摘し、アクティベーション政策としての

就労指向が強まり、前労働党政権終盤にはワーク

フェア的性格が強まったとする。そして、2010年

に成立した保守・自民連立政権による所得保障政

策については①公共支出の削減、②連立政権のス

タンス、③世代毎の所得保障政策に分けて論じ、

緊縮財政下における福祉給付見直しの一環として

就労指向の傾向が強まり選別主義化が進行してい

るものの、老齢年金と児童貧困についてはその例

外であることを指摘する。

第2章「就労世代に対する所得保障政策」と 第

3章「連立政権による福祉・就労対策の展開」は、

就労可能な者に対する所得保障と就労支援政策に

ついて論じる。英国の公的扶助制度は給付対象者

類型毎に構成されたカテゴリー扶助であり、就労

の可能性を軸に構成されてきた。したがって、対

象者を一元化し、所得保障制度と税も一本化する

ことによって簡素な一元的システムにすることが

可能となる。それがユニバーサル・クレジットで

ある。就労可能な者といっても、稼働能力があり

『英国所得保障政策の潮流−就労を軸とした改革の動向−』
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就労阻害要因を持たない求職者から就労阻害要因

を持つひとり親、稼働能力を制限される就労困難

者、就労環境からワーキングプアを余儀なくされ

ている者など、一元化された制度でありながらそ

れぞれの類型に応じた必要な配慮を行っているこ

とが詳述される。筆者は今後の論点として事務処

理電子化が就労インセンティブ機能に功を奏する

か、就労インセンティブを機能させるためには就

労支援体制を整備することが不可欠であり、それ

なしで早期就労を迫ることが生活の安心を支えな

い結果になると指摘しており、わが国の状況にも

大変参考になる。

第4章「障害者に対する所得保障政策」では、障

害者の所得保障を「福祉から就労へ」政策の一環

として社会包摂を促進するための政策が策定され

たことを指摘する。障害者就労支援事業の展開と

所得保障制度の仕組みを通じた就労支援の強化が

併行して行われた後、生活保障としての所得保障

から就労支援のための所得保障へ軸足を移し、近

年では就労能力評価の結果に基づき就労関連活動

を条件とする所得保障制度へと変質していった。

そして、今後の論点として就労関連活動能力を有

すると判断される者が増大してくる中で、現状の

ジョブセンター・プラスとプライム・プロバイ

ダーという体制で適切な就労支援を行うことがで

きるのかという懸念を指摘する。就労関連活動の

対応によっては給付に関する制裁を受ける可能性

があることから、障害者個人の対応のみならず、

就労上の障害を補完する努力が事業主によって十

分に行われるのかという点も鍵となる。

英国では定年制を含む年齢を理由とする解雇が

違法とされることから、職業生活の引退は労働者

自らが決定しなければならない。高齢労働者が労

働生活から引退を決意する要因には職業能力の減

退もあろうが、公的年金・私的年金の支給要件も

看過できない。第5章「高齢者に対する所得保障

政策」では、低賃金労働者から高額所得者にそれ

ぞれ適合的な公的年金・私的年金と税財源による

年金クレジットがいかなる変容を遂げてきたかを

詳述する。これらの改革もやはり就労指向である

と同時に、私的年金（とりわけ職域年金自動加入

制度を有する企業年金）の充実と公的年金の一元

化という公私の役割分担が明確化されている。そ

して今後の論点として、年金制度は長期保険であ

ることから漸進主義を採用せざるを得ず、その結

果として経過措置に係る複雑な事務処理を克服す

ることを指摘する。そして、一元化年金は拠出期

間のみに比例する定額給付となるので、低所得者

にはメリットがある反面で所得の高い者には就労

インセンティブにネガティブな影響が出ることを

懸念する。就労が報われるという路線を取ってい

るにもかかわらず負担・給付の比率変更を機敏に

とらえて論点にしないのは「奇異な感じがする」

という。

第6章「児童に対する所得保障政策」は、世帯内

に誰も就労している者がいない児童の貧困の割合

は、少なくとも1人が就労している世帯と比較し

て高いことから、親の就労との関係を強調する。

ところが英国における児童所得保障は一様ではな

かった。ベヴァリッジ報告をうけて普遍主義的な

家族手当が発足したが、1970年代には選別主義的

な児童手当制度となった。連立政権は児童貧困対

策として選別主義化を進め、ワークプログラムに

よる親への就労支援を強調することを指摘する。

そして「福祉ではなく就労が貧困から抜け出す最

善の方法である」との考え方から所得保障中心主

義から脱却するというのである。児童貧困政策が

遂行途上にある中で、児童税額控除制度が一般制

度であるユニバーサル・クレジットに移行するこ

とから全体として就労等への取組みを要件とする

体系へと軸足を移すことが今後の論点になるとい

う。普遍主義的な児童手当制度から選別主義的な

制度へと移行しつつ、所得保障中心主義から就労

支援中心になることから、今後の親の就労支援対

海外社会保障研究 Autumn 2015 No. 192

−54−



07_海外社会保障研究_書評（丸谷）_4k.mcd  Page 5 15/11/18 13:34  v5.51

策や関連する公共サービスの改善如何によって大

きく左右されることになることを指摘する。

3.本書の意義

このように、本書は就労を軸に英国所得保障政

策の展開を論じる。その際に筆者がもう一つの軸

となり得ると暗示するのが政策立案過程であろ

う。英国の政策形成過程はしばしば二大政党制下

における政治主導であることが指摘され、とりわ

け政権交代期にはそれが顕著であるといわれる。

かつて政権交代は、所得保障政策の基本的な理

念や政策決定指針の変更を伴っていた。しかしな

がら、ブレア労働党政権以降から保守＝自民連立

政権への流れは、政党間に基本的な理念や依って

立つ価値の違いがあるけれども、取られた政策に

ついては政党間の違いはみられなくなった。新政

権は前政権との違いを見出そうとするが、結果と

して前政権の延長上の政策にあるように見える。

これは、英国を取り巻くグローバル化した経済状

況と、経済危機からの再建期において取り得る政

策選択の余地なり選択肢が少なくなっているから

であろうか。その少ない選択肢の中で、所得保障

政策において取り得る選択肢が就労であった、と

評価することができようか。

このように考えると、英国の所得保障政策立案

は政治主導であるということが表層的な評価であ

るといえる。本書は政治主導をもたらした社会経

済背景の動向と影響を的確に把握し、歴史の上に

築き上げられてきた政策の持つ意味を正確に提示

するものであり、所得保障政策ダイナミズムの中

ではじめて理解されうるものである。類似の政策

を採用する国は多いのであるが、もとより所得保

障政策は経路依存性が高く、有する意味は時代と

国家の成り立ちによって大きく異なる。したがっ

て、就労を軸にした所得保障制度の構築を進める

という日本の現状に鑑みても、その持つ背景と政

策的意義が全く異なることに気付かされるのであ

る。

そうはいっても読了後にいくつか疑問が残っ

た。筆者は第1章で英国所得保障政策の視点を6点

挙げている。この視点が最後まで通底していない

ような部分があるように思われる。とりわけ、④

社会保険の希薄化については、日本の社会保険制

度から見た「希薄化」なのであり、英国の史的展

開過程においてそれが適切であるかどうかは別途

の考慮が必要である。たとえば、第1章で掲げた

「社会保険原理の希薄化」は、わが国でも十分に示

唆的な議論ではあるものの、財源調達方法に止ま

らない受給者の権利といった視点からしていかな

る意味を持つのか、もう少し検討されても良かっ

たのではないか。もっとも、これは社会保障リス

クに対応する社会保険制度を併存させたわが国の

社会保険制度からみた印象であり、リスク類型に

対応しない国民保険制度の場合、保険財源のうち

かなりの部分が国民保健サービスのような社会保

険以外の使途に用いられることに鑑みると、日本

人が社会保険料拠出に対して抱くイメージと、英

国における社会保険料拠出に対して抱くイメージ

とが異なることはよく指摘される。これをどのよ

うに考えるべきか。一つは、就労を中核とした所

得保障制度の中で「社会保険原理の希薄化」が進

行していると考える場合、所得保障制度に対する

市民の貢献のあり方が変化してきているものとも

評価できよう。今一つは、英国人の目から見て

「社会保険原理の希薄化」なるものが本当に進行

しているのか、という疑問である。学術的な論証

が困難な事象ではあるものの、英国人にとっての

国民保険料拠出と租税負担とは、どのような意味

の違いがあるのか、ということを想像せずにはい

られないのである。実はこの点は、第二次大戦後

に先進国が共通理解としてきた社会保険と公的扶

助（と社会手当）という分類方法が、果たして現

実の社会の中で有効に機能してきたのであろう

『英国所得保障政策の潮流−就労を軸とした改革の動向−』
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か、という疑問にもつながるのである。

また、⑥就労志向については、対象者類型ごと

に就労がいかなる意味を持つのか、それが所得保

障といかなる関係を持つのか、もう少し検討が必

要であるように思われた。もっとも、本書のよう

に対象者別に記述すると、同じ政策目的のために

同じ制度が用いられることが多々あり、その結果

として記述に重複が見られることになることから

詳述を避ける必要性は首肯しうる。しかし、所得

保障政策における就労は、個人の自律を獲得する

手段、自己実現の表現方法、生活の糧を得るため

の手段、所得保障を受けるための条件、国家によ

る強制といった多面的な価値から構成される。所

得保障についても生活の維持、職業生活からの引

退を決定するための要因、就労を継続するための

生活基盤、就労の動機付けを向上させるための手

段といった、多面的な価値から構成される。これ

らの点の分析なしに就労を軸にした所得保障政策

を論じることは一面的であるように思われた。

このように、本書の分析には少々疑問を感じる

点があるが、日本が「刺激を受け」てきた英国所

得保障と就労政策を正確且つ詳細に論じた本書

は、日本の所得保障政策を考える上で大変示唆的

である。英国研究者のみならず、日本の所得保障

政策と就労支援政策に関心を抱く者にとって必読

の一冊であると言える。

（まるたに・こうすけ 佐賀大学教授）
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Ⅰ 本書の位置づけと特色

1 これまでの研究動向

中国の社会保障に関する研究は、21世紀に入っ

てから数が急増するだけでなく、内容面でも大き

く変化した。2000年代前半には、アジア通貨危機

の衝撃から、アジア諸国の社会保障制度に関する

研究が台頭し、中国もその一環として取り上げら

れることがあった（大沢2004）。しかし、この頃の

アジア全般に関する社会保障研究は、エスピン＝

アンデルセンの福祉レジーム論の影響を受けて、

東アジア型福祉国家論（Holliday & Wilding 2003）

が主流であり、国有企業改革による急激な制度転

換のさなかにあった中国は、これらの国際比較を

念頭においた理論枠組にうまく収まらなかった。

中国を対象にする研究は、主として市場経済への

移行から社会保障制度を論じており（張紀潯

2001、王文亮2001、田多2004）、いずれも国レベル

の制度改革に関する政策解説を中心としていた。

しかし2000年代後半からは、特定の地域や事例

の実態調査にもとづく研究が発表されるように

なった。この背景としては、それまでの制度改革

が具体的にどのような効果を挙げたのかを検証す

る需要が高まったこと、また中国での大学進学率

の急上昇につれて大学院も拡張し、各地で院生や

若手研究者がフィールドワーク報告を量産するよ

うになったことが挙げられる。また社会保障全般

ではなく、特定の分野やテーマに対象を絞る研究

が増加。日本語による出版物に限っても、年金に

特化した何立新（2008）や社会的弱者に焦点を合

わせた埋橋、于、徐（2012）、医療保険に関する久

保編（2014）などが挙げられる。これらの研究に

おいては、日本在住の中国人研究者あるいは中国

現地の研究者と日本の専門家が提携して、最新

データの入手とそれにもとづく分析を実現した。

さらに中国で各種統計の公開が進み、中国家計

調査プロジェクト調査（Chinese Household Income

Project Survey,略称CHIPS）のような大規模な調査

データが学術目的で利用可能になったことから、

理論モデルを用いた計量分析も盛んになりつつあ

る（馬欣欣2014）。このように、近年は研究対象や

領域の細分化が進むと同時に、大規模なデータ

ベースを利用した実証分析が勢いを増している。

2 本書の特色

こうした流れに対して、本書は再び社会福祉の

全体像を捉え直し、改革の大きな方向を示そうと

試みている。具体的には、本書は以下のような特

色を備えている。

第一の特色は、中国の社会福祉改革を捉えるに

あたって、歴史的な連続性に着目した点にある。

本書が扱う時期は、中国共産党が改革開放に踏み

切った1979年ではなく、国民党が中華民国として

『中国の社会福祉改革は何を目指そうとしているのか−社会主義・資本主義の調和−』

−57−

沈潔著

『中国の社会福祉改革は何を目指そうとしているのか−社会主義・資本主義の調和−』

（ミネルヴァ書房、2014年）

澤田 ゆかり

書 評



08_海外社会保障研究_書評（澤田）_4k.mcd  Page 2 15/11/18 13:34  v5.51

全国を統一した1928年を起点としており、胡錦濤

政権の任期末である2012年を終点としている。こ

うすることで、国民党が構築しようとした近代的

社会福祉のどの部分が社会主義革革命を経てなお

継承された（逆にいえば、どこが断絶した）のか、

また改革開放期に復活したのかを明らかにしてい

る。

第二の特色は、こうした連続性の根底に古代

ユートピア思想が存在することを指摘した点であ

る。著者によれば、中国の社会福祉改革が目指す

ものは、「新自由主義・資本主義の福祉」でもなけ

れば、社会主義の体制内での改良でもない。いず

れかに接近するように見えても、それらはあくま

で手段であり、目標として一貫しているのは中国

固有の「大同思想」に範をとった平等主義である

ことを示唆している。

第三の特色は、イデオロギーを含む政治論争に

踏み込んで、社会福祉改革の背景を解明している

点である。本書は、福祉分野での個別政策をめぐ

る左派・右派の論争だけでなく、民主化要求と福

祉改革の結びつきをも分析の対象としている。こ

のため中国政治の変動の中に、社会福祉の問題を

位置づけることができる。

第四の特色は、福祉人材の養成や社区（コミュ

ニティ）福祉など、現場に近いテーマを個別に取

り上げて、改革の大きな流れを具体的に裏付けて

いる点である。とくに社区福祉については、著者

は研究者として草分け的存在であり、1990年代か

らの現地調査の成果を踏まえた記述には迫力があ

る。

Ⅱ 本書の構成と内容

本書は序章と三部の本論から構成される。序章

では、対象期間の時期区分（近代化期1928-49年、

計画経済期1949−79年、市場経済期1979-現在）を

示し、分析の視点として①平等志向の強い福祉文

化、②共産党の一元管理から多元化する福祉政

治、③資本主義と社会主義の遺産、という3点を打

ち出している。著者は、現段階で中国が目指すの

は、「適度普恵型」と呼ばれる「社会主義計画経済

機の公正性と市場経済改革期の効率性を両立さ

せ、両者の結合」を目指す「ナショナル・ミニマ

ム」である、と結論づける（p.5）。

本論の第1部は、社会福祉の概念と政策および

思想を扱っている。第1章は、社会福祉の概念が

管轄省庁の間で差異があることを指摘したうえ

で、清末からの社会福祉事業の流れを解説する。

ここで著者は、国民党と共産党に共通する要素と

して、家族・地域共同体に根ざした相互扶助の組

織である合作事業（生活共同組合）を示した。

第2章は、国民政府期における個別の社会福祉

政策をとりあげ、国民党と共産党の支配地区を比

較している。国民党による防共政策としての社会

救済事業や、政府による民間慈善団体の組織化、

国際社会による難民支援と専門家育成に言及して

いる。共産党については、農村の土地革命と都市

部での労働保護の挫折が紹介されている。また著

者は、共産党と国民党を「双子の兄弟」と呼び、

表面的には「資本主義」の社会改良政策と「社会

主義」の社会革命政策は対峙する構造であった

が、実際にはお互いの政策を参照していたこと、

そしてその根底には伝統的慈善救済事業という共

通の土壌が横たわっていたことを指摘している

（p.62）。

第3章「社会福祉文化の経路依存」は、中国の福

祉文化の源流として「大同」と「普恵」の思想を

挙げる。著者によれば、大同は「共有」と「均等」

を柱とする私有財産のないユートピアである。

「普恵」はその理想的な統治の実践規範である。

これらの儒教の理念は、時代を超えて中国の政治

家に受け継がれてきた。著者は、康有為、孫文、

毛沢東、鄧小平、胡錦濤の言説に「大同」思想が

反映されていることを取り上げて、連続性を示し
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ている。

第2部は、中華人民共和国時代（1949年から現

在）を対象に、社会福祉政策の展開を個別具体的

に解説している。第4章「毛沢東時代の社会福祉

改革」では、計画経済時代の社会福祉として、「単

位」と呼ばれる職場ベースの生活保障制度を中心

に、労働者保険制度と民政救済制度が形成され、

かつ崩壊にいたった要因が示された。また国民政

府からの連続性と断絶についても考察がなされて

おり、社会救済事業については両者の発想や規定

に重なる部分が多かったこと、そのいっぽうで国

家と社会の関係が「水平的な対峙構造から垂直的

な支配構造に変わ」り、民間の社会団体が衰退し

たことを「断絶」として指摘している（pp.95-96）。

第5章は、改革開放期において、計画経済期の社

会福祉が解体され、市場経済のもとで新たな制度

が構築された過程を明らかにしている。福祉サー

ビスへの転換にあたっては、当初は計画経済の非

効率に対する反動もあって市場を偏重する傾向が

あった。その結果、社会福祉に関する政府の責任

が個人に転嫁され、新たな貧困層が出現したこ

と、また住宅の商品化によってコミュニティが大

きく変化し、NPOなど民間から多様なセクターが

社会福祉の担い手として参加するようになったこ

とが分かる。

第6章は、高度経済成長を遂げた中国が、公共福

祉における「小さい政府」を見直し、民生重視へ

と舵を切って、新たな社会福祉モデルとして「適

度普恵型」を提唱するにいたった背景を説明して

いる。不平等指数の上昇、貧困の長期化と慢性化

に危機感を募らせた政府は、公共福祉への財政投

入により、それまで社会保険から排除されてきた

農民や自営業、低所得層の人々もカバーする国民

皆保険と最低生活保障を整備し、経済成長の果実

が国民全体に行き渡ることを目指した。ただし、

既得権益層の抵抗を回避するため、新たな社会保

険は既存保険とは切り離す形で導入された。その

結果、新制度と既存制度の加入者の間に大きな格

差が生じていることに、著者は注意を促してい

る。

第7章「福祉政治の変革」は、政治家・官僚と利

益団体の言説から、二種類の政策論争に焦点を当

てている。第一の論争は、医療衛生の市場化をめ

ぐる右派（市場改革派）と新左派（社会利益保護

派）の対立である。右派は医療市場の未成熟によ

る非効率を、左派は市場化の行き過ぎによる負担

の格差を非難した。

第二の論争は、福祉国家の公的保障および「民

主社会主義」と「普遍的価値」をいかに中国に適

応させるかをめぐって発生した。しかしこれを契

機として政治改革の要求が高まると、政府は急進

的な学者グループが起草した「08憲章」を否定し、

民主化論争の幕引きを図った。政治不安を危惧し

た胡錦濤政権は、民主主義ではなく民生主義で社

会的安定を目指すこととし、左派の主張する社会

主義の公平性と右派が支持する市場経済の効率性

の両方を備えた「適度普恵型」の社会福祉を提唱

するにいたった。

第3部は「中国社会福祉の実像」と題して、社会

福祉の対象ごとに現場の課題を分析している。第

8章は社会福祉改革の結果、福祉分野の人材不足

が深刻になったことを説明し、専門職としてソー

シャル・ワーカーやケアワーカーを育成し、資格

認定を行う動きを、日本との比較を交えながら紹

介している。

第9章「地域社会の変容と社区福祉」は、市場経

済のなかで機能が弱体化した「単位」に代わって、

住民に直結する社会福祉の受け皿として「社区」

が期待を集めてきた。しかし「社区」行政主導で

運営されたため、著者が2003年に行った現地調査

では、社区の福祉サービスと住民の実際のニーズ

の間には齟齬が生じていたという。本章では、経

済成長にともなって住民の意識に変化が現れ、住

民が行政だけでなく福祉NPOや不動産業者と恊働
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する社区公益事業が生まれつつあることを事例研

究から実証している。

第10章「児童福祉」、第11章「障害者福祉」、第

12章「高齢者福祉」は、それぞれの対象が現実に

直面する問題を挙げ、依然として家族への依存が

高いものの、徐々に社会福祉の範囲が拡大しつつ

あり、残余型福祉からの脱皮が示唆されている。

たとえば2000年代後半から高齢者福祉は、それま

での貧困高齢者への経済支援から、高齢者全体を

対象にする医療、福祉介護の総合的な福祉サービ

スへと変容していることが伺える。

Ⅲ 本書の意義と課題

本書の意義は、中華民国期から現在までを通観

することで、体制転換を越えた社会福祉の連続性

と断絶面の全体像をとらえた点にある。これまで

の研究は、1949年の社会主義革命を境にして民間

組織の活動は断絶し、社会の末端まで国の管理が

徹底していたと捉えがちであった（飯島、澤田

2010）。そのような視点からは、改革開放期に市

場化が進んで慈善団体など民間組織が復活する現

象は見えても、民国期からの連続性を意識できな

い。

しかし本書は、計画経済期の大枠での断絶を認

めながらも、末端組織では相互扶助が継続して機

能していたことに注意を喚起する。生産手段の公

有化が進んだ計画経済期にあっても、人民公社や

生産大隊の福祉事業に対しては国や地方政府から

の資金提供は基本として行われず、「一種の共同

体内部の相互扶助システム」（p.101）の性格を

保っていたこと、また都市の「単位」ですら伝統

的家族としての行動規範や機能が埋め込まれ、一

種の大家族として存在したこと（p.108）が指摘さ

れている。こうした疑似家族的な相互扶助の組織

原理は、民国期の慈善団体にも今日の当事者組織

型のNPOにも見いだすことができる。また計画経

済時代の「単位」制度が強固だった地域では、社

区福祉の構築が比較的順調であるという。

これを敷衍すれば、草の根レベルの相互扶助に

ついては、社会主義か資本主義かを論じるより

も、いずれの要素も合わせもつ領域である点が重

要と思える。こうした発想は、社会福祉の分野以

外でも検討されつつある。李暁東（2012）は、コ

ミュニティの住民組織である居民委員会を指し

て、「行政権を持たないまま大量の行政業務を執

行する」「国家でもあり、社会でもある」第三の領

域と呼ぶ。また、加藤（2013）は中国経済に存在

する「曖昧な制度」を挙げて、移行期の制度的空

白に対応するのに有効であると述べている。加藤

によれば、私有財産権が十分に保護されず、市場

経済が未成熟な移行期には、不確実性のリスクを

分散する手段として、現場経営者の裁量に任せる

請負制度が効力を発揮した、という。

また本書が第7章で明らかにした福祉政治の変

革プロセスは、2000年代後半の「国進民退」（国有

企業が躍進し、民営企業が縮小する）をめぐる論

争と共鳴している。これら他分野の研究との共通

項から、本書は社会福祉の視点で中国における

「公」と「私」の境界線を理解するのに資すると考

える。

ただし、社会福祉改革が「社会主義でも資本主

義でもない」状態を今後も目指すのかという点に

ついては、本書は判断を留保している。20世紀初

頭から現在までを振り返ると、近代化と社会主義

革命の移行過程にあって、市場経済は安定的に発

達していたとは言いがたい。そう考えると「あい

まいな制度」や「国でも社会でもない」グレー

ゾーンは、市場経済の発展段階の一時的なゆらぎ

にすぎず、市場経済の成熟とともに資本主義に収

斂するのかもしれない。

最後に本書の課題として、伝統思想の扱いを挙

げておきたい。中国の社会福祉に大きな影響を与

える思想として「大同」の理念が紹介されている
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が、政治家の理念と実際の政策決定の間には距離

がある。「大同」「小康」の解釈は、時代と指導者

によって変質しており、どのていど政策に影響を

与えたのかは明確ではない。また文化的要素を考

察するのであれば、社会福祉の分野で活動する宗

教団体からアプローチすることもできよう。この

点で本書の文化面からの分析は、表面的なものに

留まった感がある。
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予防接種政策は公衆衛生制度の一部であり、公衆衛生制度は社会保障の一部門であります

が、今回が初めての特集となりました。病気の予防に関する政策には、健康や身体について

の各社会の価値観が反映されており、他国との比較を通して現代日本社会を考える重要な手

がかりともなります。さまざまな学問的立場から色々な国についてご執筆頂いたことで、非

常に意義ある特集となったのではないかと思います。最後に、当初の予定より大幅に発刊が

遅れましたこと、執筆者の先生方をはじめとし、関係各位に深くお詫び申し上げます。

（K.T）
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